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第１部 県民活動の現状と課題

１ 県民活動団体数及び参加状況

県民活動とは、営利を目的としない、県民の自主的・主体的な社会参加活動で、

不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与することを目的とするものである。具体的

には、コミュニティ活動、ボランティア活動、ＮＰＯ活動を指す。

本県では「山口県県民活動促進基本計画」に基づき、県民活動に対する理解や

関心を深め、誰もが県民活動へ参加できるよう、取組を進めている。

県民活動団体は、令和４年３月末 ［県民活動団体数］

現在で２，４４５団体であり、様々

な分野で多彩な活動を展開している。

令和３年度の「県政世論調査」によると、県民活動への参加割合は前回調査から

１４．４ポイント減の４４．４％となった。

また、年代別にみると全ての年代で参加が５割未満となり、特に、３０代以下の

若年層では４割を下回った。

［県民活動へ参加した県民の割合：全体］ ［年代別］

（山口県「県政世論調査」県民活動に関する質問は隔年で実施）

（団体）

（年度）

歳

以上

代

代

代

代

代

活動したことがある 活動したことがない 無回答

年度

元

年度

年度

年度

年度

活動したことがある 活動したことがない 無回答
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２ 「令和４年度県民活動団体の活動実態調査」の結果

本県では、「県民活動白書」の作成や県民活動施策へ反映するために、「県民

活動団体の活動実態調査」を毎年実施している。

令和４年５月から６月にかけ、山口県知事認証のＮＰＯ法人４２０団体及び県民

活動支援センター登録の５４５団体、計９６５団体に調査を行った。

その結果、４０９団体、４２．４％の団体から回答があった。

調査の集計結果は下記のとおり。

①活動について

主な活動分野は「子どもの健全育成」が最も多く、このほか「まちづくりの推進」、

「障害者福祉」など、様々な分野で活動している。

活動年数は「２０年以上」が最も多く、１０年以上活動している団体が全体の

７割以上を占めており、息の長い団体活動が行われていることが分かる。

活動頻度は、毎週活動している団体が約４割となっている。

［主な活動分野］（複数回答） ［活動年数］

［活動頻度］

31.8 
30.8 

24.9 
18.1 

17.4 
17.1 

16.4 
15.9 

14.4 
12.7 

10.0 
9.0 
8.6 

6.4 
5.9 
5.9 
5.4 
5.1 
5.1 

4.4 
3.4 
3.2 
2.9 
2.4 

1.7 
1.0 
1.0 

子どもの健全育成

まちづくりの推進

障害者福祉

社会教育の推進

環境保全

高齢者福祉

学問文化芸術の振興

健康づくり

観光や産業等の振興

児童・母子福祉

国際交流

人権擁護

自然保護

スポーツの振興

男女共同参画社会の形成

市民活動団体の支援

国際協力

リサイクル

職業能力開発・雇用拡充

医療

情報化社会の発展

災害救援

平和の推進

消費生活

科学技術

犯罪防止

交通安全

毎日

週に３～５回

週に１～２回月に１～３回

定期的に

行っていない

その他
無回答

年未満 ～ 年未満 ～ 年未満
～ 年未満 ～ 年未満 ～ 年未満
年以上 無回答

H29

年度

R4

年度

－ 2 －
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②活動を行う上での課題、求める支援について

「会員の高齢化」や「新規会員の獲得が困難」など、人材に関する課題を抱える

団体が依然として多い。

団体が県に期待する支援は「県との協働の推進」、「場所や物品、機材等の提供」、

「行政情報の提供」など多岐にわたる。新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

よる活動場所の制限やデジタル化の進展により、「場所や物品、機材等の提供」

への期待が以前より高まっている。

また、市町民活動支援センターに期待する支援は「場所、機材等の提供」や

「行政情報等の提供」、「協働コーディネート」があげられている。

県と市町民活動支援センターの連携を強化し、活動を支援する必要がある。

［活動を行う上での課題］（複数回答）

会員の高齢化

新規会員の獲得が困難

指導者やリーダーなどの人材不足

会員や運営スタッフの不足

活動資金の不足

活動時間の不足

活動場所の確保が困難

活動に必要な機材等の不足

活動の知識や技術の研修機会の不足

事故への責任・保険等が不安

－ 3 －
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［県に期待する支援策］（複数回答）

［市町民活動支援センターへの認識］ ［市町民活動支援センターに期待する支援策］

（複数回答）

場所、機材等の提供

行政情報等の提供

協働コーディネート

県民活動への参加促進の

ための広報・普及活動

研修・講座の開催

市町、企業等への働きかけ

重要である

重要とは

思わない

無回答

市町の活動支援センターの設置

県（国）税の優遇措置

市町や企業等への働きかけ

情報、意見交換会の機会の提供

リーダー養成、技術養成の研修会

広報誌等による活動内容等の広報

公共施設の利用料割引や優先利用

行政情報の提供

場所や物品、機材等の提供

県との協働の推進
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③会員の状況及びボランティアの募集について

会員数が３０人未満の団体が約半数を占めており、その割合は増加している。

また、年代を見ると５０歳代以上が７割を占めており、若年層の参加割合が低い。

活動参加のきっかけは「団体のメンバーからの紹介」が多く、ボランティアの

募集についても「団体関係者等の紹介」に頼っている状況にある。

ボランティアの募集結果も、十分に集まった団体が約３割に留まっていること

から、参加の促進に向けた普及啓発や情報発信を強化する必要がある。

［会員数］

［中心的な活動メンバーの年代］ ［活動への若年層の参加］

歳代以下

歳代

歳代

歳代

歳代

歳代以上

無回答 ３割以上

１割～３割

１割未満

参加なし

無回答

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

人～

無回答

－ 5 －
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無回答
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［活動参加のきっかけ］（複数回答） ［ボランティアの募集方法］（複数回答）

［ボランティアの募集結果］ ［会員数の状況］

団体のメンバー

からの紹介

団体が発行する

チラシ、会報等

ほかの団体からの紹介

シンポジウム、イベント

ホームページ、ブログ等

行政、社会福祉

協議会からの紹介

市町の広報誌、

マスコミ等での紹介

ＳＮＳ

企業や商店等からの紹介

県（市町）民活動支援

センターからの紹介

団体関係者等の紹介

チラシ、団体広報誌

ホームページ

ＳＮＳ

自治体の広報誌等

自治体等の

ホームページ等

あいかさねっと

新規会員が加入し増加

新規会員が

加入したが

減少

新規会員が

加入したが

変化なし

減少した

変化なし

無回答
十分集まった

集まったが

十分でなかった

ほとんど

集まらなかった

集まらなかった

－ 6 －



第１部 県民活動の現状と課題

④財政基盤について

支出総額が５００万円以上の団体が約３割となる一方、３０万円未満の団体が

約４割となっており、財政基盤の強い団体と弱い団体の二極化が進行している。

主な収入源として「会費収入」をあげている団体が約６割で寄附金収入のない

団体も約４割あり、財政基盤が弱い団体が依然多い。

寄附やクラウドファンディング、ソーシャルビジネスなど様々な資金調達手法の

普及啓発により、団体の財政基盤強化に向けた取組を推進する必要がある。

［支出総額］

［主な収入源］（複数回答） ［活用したい資金調達手法］（複数回答）

会費収入

市町からの補助金・助成金

個人からの寄附金

行政からの業務委託

収益事業からの繰入金

民間団体からの助成金

その他

県からの補助金・助成金

収入はない

企業からの寄付金

公的機関からの融資

民間からの融資

会費収入

市町からの補助金・助成金

県からの補助金・助成金

民間団体からの助成金

行政からの業務委託

個人からの寄附金

収益事業からの繰入金

企業からの寄附金

その他

公的機関からの融資

民間からの融資

万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

万円以上

無回答

－ 7 －
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④財政基盤について
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～ 万円未満

万円以上

無回答
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［寄附金収入の状況］ ［寄附金収入額の状況］

［寄附募集の方法］（複数回答）

年度

年度

あり なし 無回答

年度

年度

50万円未満 50～100万円 100～150万円
150～200万円 200万円以上

人脈の活用

積極的な情報公開

募金箱の設置

自組織のホームページでの呼びかけ

認定ＮＰＯ法人の取得

街頭募金や寄附募集イベント開催

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ、ﾎﾟｽﾀｰ等で呼びかけ

決済方法、支払回数の多様化

寄附サイトへの登録

特に行っていない

－ 8 －
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［クラウドファンディングへの関心］ ［クラウドファンディングの実施状況］

（複数回答）

※その他：施設整備、広報、人材育成など。

［ソーシャルビジネスへの関心］

［山口県ソーシャルビジネスサポートサイトの認知度］ ［サイトに求める情報］

（複数回答）

実施したことがある

実施予定

関心はあるが

やり方が分からない

内容を

よく知らない

関心がない

その他

無回答

子どもの福祉

環境対策・

自然保護

まちづくり

高齢者福祉

障害者福祉

動物愛護

その他

実施している

実施予定

関心はあるが

やり方が

分からない

内容を

よく知らない

関心がない

その他

無回答

創業事例

交流会、

セミナー

専門家相談

質問と回答

見たことがある

知っているが

見たことはない

知らない

無回答
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第１部 県民活動の現状と課題

［クラウドファンディングへの関心］ ［クラウドファンディングの実施状況］

（複数回答）

※その他：施設整備、広報、人材育成など。

［ソーシャルビジネスへの関心］

［山口県ソーシャルビジネスサポートサイトの認知度］ ［サイトに求める情報］

（複数回答）

実施したことがある

実施予定

関心はあるが

やり方が分からない

内容を

よく知らない

関心がない

その他

無回答

子どもの福祉

環境対策・

自然保護

まちづくり

高齢者福祉

障害者福祉

動物愛護

その他

実施している

実施予定

関心はあるが

やり方が

分からない

内容を

よく知らない

関心がない

その他

無回答

創業事例

交流会、

セミナー

専門家相談

質問と回答

見たことがある

知っているが

見たことはない

知らない

無回答

第１部 県民活動の現状と課題

⑤プロボノについて

プロボノとは、仕事で身に付けた専門的な知識や技術を活かしたボランティア

活動である。本県では令和２年度から、県外のプロボノワーカーと支援を受けたい

団体をマッチングし、団体の活動基盤強化を促進している。

認知度は約３割に留まっているが、一方で約半数の団体がプロボノワーカーの

支援を受けたいと回答している。

支援を希望する分野は「ＩＴ活用、Ｗｅｂデザイン」、「画像・動画編集」など、

デジタルの分野が上位を占めている。

プロボノの普及・定着を進め、団体基盤強化に向けた取組を推進する必要がある。

［プロボノの認知度］

［プロボノワーカーの支援希望］ ［プロボノでの支援を希望する分野］

（複数回答）

知っている

聞いたことはある知らない

無回答

積極的に支援を受けたい

機会があれば

支援を受けたい

支援を受ける

つもりはない、

必要ない

無回答

活用、

デザイン

画像・動画編集

マーケティング、広報

企画・事業開発

会計・経理

コンサルティング
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第１部 県民活動の現状と課題

⑥デジタルを活用した団体活動について

コロナ禍を契機としたデジタル化の進展により、約半数の団体がデジタルを活用

した活動を行っている。また、約４割の団体が「今後新たにデジタルを活用したい」

と回答しており、デジタル化への取組支援が求められる。

［デジタル活用の状況］ ［デジタル活用の内容］

（複数回答）

［今後のデジタル活用の意向］ ［今後活用したいデジタルの内容］

（複数回答）

ホームページの

作成・運営

ＳＮＳを使った情報発信

会員間のオンライン会議

オンラインセミナーへの参加

オンラインでの

イベント・相談の開催

ＰＲ動画の制作

活用している

活用していない

無回答

ホームページの

作成・運営

ＳＮＳを使った情報発信

ＰＲ動画の制作

会員間のオンライン会議

オンラインセミナーへの参加

オンラインでの

イベント・相談の開催

活用したい

活用する予定はない

無回答
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第１部 県民活動の現状と課題

⑥デジタルを活用した団体活動について

コロナ禍を契機としたデジタル化の進展により、約半数の団体がデジタルを活用

した活動を行っている。また、約４割の団体が「今後新たにデジタルを活用したい」

と回答しており、デジタル化への取組支援が求められる。

［デジタル活用の状況］ ［デジタル活用の内容］

（複数回答）

［今後のデジタル活用の意向］ ［今後活用したいデジタルの内容］

（複数回答）

ホームページの

作成・運営

ＳＮＳを使った情報発信

会員間のオンライン会議

オンラインセミナーへの参加

オンラインでの

イベント・相談の開催

ＰＲ動画の制作

活用している

活用していない

無回答

ホームページの

作成・運営

ＳＮＳを使った情報発信

ＰＲ動画の制作

会員間のオンライン会議

オンラインセミナーへの参加

オンラインでの

イベント・相談の開催

活用したい

活用する予定はない

無回答

第１部 県民活動の現状と課題

⑦協働について

行政との協働は７３．１％、企業との協働は３５．２％、多様な主体との協働は

３９．４％の団体が実績ありと回答している。

多様化・複雑化する地域の課題を解決するには、企業や県、市町、大学等の多様

な主体が役割を分担しながら取り組むことが効果的であることから、協働しやすい

環境づくりを推進する必要がある。

［行政との協働の実績］ ［行政との協働の内容］（複数回答）

［企業との協働の実績］ ［企業との協働の内容］（複数回答）

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

企業とともに事業を実施

企業が会員として加入

企業から資金を受入れ

企業の所有施設等を借用

企業の所有機材等を借用

企業への助言・提言

企業から人材を受入れ

行政からの事業委託

行政からの補助・助成

行政による後援

行政主催事業への協力

行政との共催

公共施設の管理の受託

政策提言

－ 12 －



第１部 県民活動の現状と課題

［企業との協働への期待］（複数回答） ［企業と協働する際の課題］（複数回答）

［多様な主体との協働の実績］ ［協働の相手方］（複数回答）

資金面での支援

連携した事業の実施

会員としての加入

人的な面での支援

所有施設・機材等の借用

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

市町

大学等

他のＮＰＯ

県

企業

社会福祉協議会

自治会・町内会

財団法人・社団法人

商工会議所・商工会等

国

団体の社会的認知度向上

取組方針の明確化

企業活動に対する理解

人材の育成・配置

企画運営能力の向上

団体活動の専門性を向上

企業情報の収集

自己資金調達能力の向上
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第１部 県民活動の現状と課題

［企業との協働への期待］（複数回答） ［企業と協働する際の課題］（複数回答）

［多様な主体との協働の実績］ ［協働の相手方］（複数回答）

資金面での支援

連携した事業の実施

会員としての加入

人的な面での支援

所有施設・機材等の借用

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

市町

大学等

他のＮＰＯ

県

企業

社会福祉協議会

自治会・町内会

財団法人・社団法人

商工会議所・商工会等

国

団体の社会的認知度向上

取組方針の明確化

企業活動に対する理解

人材の育成・配置

企画運営能力の向上

団体活動の専門性を向上

企業情報の収集

自己資金調達能力の向上

第１部 県民活動の現状と課題

⑧「あいかさねっと（やまぐち社会貢献活動支援ネット）」について

「あいかさねっと」は、ボランティアをしたい個人・団体・企業とボランティア

をしてほしい団体とをインターネットとＬＩＮＥでつなぐシステムである。平成

２７年１１月に運用を開始したが「知らない」、「利用予定なし」との回答が約

半数となっている。

「あいかさねっと」のさらなる認知度向上と利用促進が求められる。

［あいかさねっとの認知度］

［利用意向］ ［ による利用意向］

利用したことがある

利用したことは

ないが、知っている
知らない

無回答

利用したい

ネット環境がない

面倒、分からない

活動内容になじまない

その他

利用予定なし

無回答 登録し利用している

今後、

で利用したい

で利用

する予定はない
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第１部 県民活動の現状と課題

⑨コロナ禍における県民活動への影響について

８割を超える団体が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による県民活動への

影響があったと回答している。活動場所の確保が困難になった団体、イベントの

中止や活動制限の影響を受けた団体も多いが、一方で、コロナ禍における活動の

工夫も多くみられたことから、それらの事例を広く周知していく必要がある。

［新型コロナウイルス感染症の県民活動への影響の有無］

［コロナ禍による具体的な影響］ ［コロナ禍で活動する際の工夫］

（複数回答） （複数回答）

あり

なし

無回答

活動場所の確保

イベント中止、活動制限

資金不足

人材不足

オンライン対応困難

他団体等との連携

行政や地域住民の理解

必要な機材等の不足

情報や知識の不足

広報

密とならない環境の整備

活動の非対面化

新たな活動の検討・実施

活動マニュアルの作成

やホームページの活用

財政基盤の強化
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第１部 県民活動の現状と課題

⑨コロナ禍における県民活動への影響について

８割を超える団体が、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による県民活動への

影響があったと回答している。活動場所の確保が困難になった団体、イベントの

中止や活動制限の影響を受けた団体も多いが、一方で、コロナ禍における活動の

工夫も多くみられたことから、それらの事例を広く周知していく必要がある。

［新型コロナウイルス感染症の県民活動への影響の有無］

［コロナ禍による具体的な影響］ ［コロナ禍で活動する際の工夫］

（複数回答） （複数回答）

あり

なし

無回答

活動場所の確保

イベント中止、活動制限

資金不足

人材不足

オンライン対応困難

他団体等との連携

行政や地域住民の理解

必要な機材等の不足

情報や知識の不足

広報

密とならない環境の整備

活動の非対面化

新たな活動の検討・実施

活動マニュアルの作成

やホームページの活用

財政基盤の強化

第１部 県民活動の現状と課題

３ 県民活動支援拠点（機関）の状況

１県民活動支援拠点

県民活動の支援を行う拠点施設で、県民が直接利用できる機能を有している。

主なものに県民活動支援センターや市町民活動支援センターがある。

■県民活動支援センター

平成１１年１０月の開設以来、県民活動に関する情報や資料の収集・提供、

相談・助言、研修会の開催など様々な支援を行うとともに、県内の県民活動支援

拠点（機関）とのネットワーク化を進めてきた。

平成１８年度からは指定管理者制度を導入してＮＰＯ法人に管理運営を委託

し、利用者サービスの一層の充実・向上に努めている。

［利用者数］ ［ホームページへのアクセス数］

（県民活動支援センター調べ）

■市町民活動支援センター

現在１１市町に設置され、市民活動に関する情報提供や相談業務、人材育成、

交流会、施設や機器の貸出等を行っており、地域の状況に応じた事業に取り組ん

でいる。

■その他の県民活動支援拠点

□県下全域で支援を行うもの

山口県ボランティアセンター、山口県ボランティア・体験活動支援センター、

山口県生涯現役推進センター、（公財）山口県ひとづくり財団生涯学習推進

センター、（公財）山口県ひとづくり財団環境学習推進センター、山口県地球

温暖化防止活動推進センター、（公財）山口県国際交流協会

□市町域内で支援を行うもの

市町のボランティアセンター（社会福祉協議会：５３施設）、市町の体験活動

ボランティア活動支援センター（１３施設）、勤労青少年ホーム（１１施設）

２県民活動支援機関

県民活動の支援を行う組織や団体で、県民活動に関する助成事業など、事業を

通じた支援が期待されている。

（公財）山口きらめき財団、（公財）山口県ひとづくり財団、（公社）山口県

快適環境づくり連合会、（公財）やまぐち移植医療推進財団、農山漁村女性活躍

支援センター、（公財）やまぐち農林振興公社、（公社）山口県防犯連合会、

（公財）山口県暴力追放運動推進センター

（件）

（年度）

（人）

（年度）
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第１部 県民活動の現状と課題

４ ＮＰＯ法人の認証・認定状況

１認証制度

特定非営利活動促進法に基づく県知事の認証を受けることで、ＮＰＯ法人として

活動することができる。本県ではＮＰＯ法人への県税の支援措置を講じるなど、

特定非営利活動の健全な発展を促進している。

平成１０年１２月に特定非営利活動促進法が施行し、平成１１年４月に県内で

初めてＮＰＯ法人が誕生した。

令和４年３月末現在、４２０法人（全国：５０，７８６法人）となっている。

活動分野別に見ると「保健、医療又は福祉の増進」が最も多く、「まちづくりの

推進」、「社会教育の推進」、「子どもの健全育成」など様々な分野で活動している。

主たる事務所の所在地別に見ると山口市が８１法人と最も多く、次いで下関市、

宇部市の順となっており、この３市で全法人の約半数を占めている。

［法人数（県・全国）］ ［活動分野］（複数回答）

［主たる事務所の所在地別ＮＰＯ法人数（令和４年３月末現在）］

ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数

下 関 市 下 松 市 美 祢 市 上 関 町

宇 部 市 岩 国 市 周 南 市 田 布 施 町

山 口 市 光 市 平 生 町

萩 市 長 門 市 周防大島町 阿 武 町

防 府 市 柳 井 市 和 木 町 合 計

山陽小野田市

［主たる事務所の所在地別ＮＰＯ法人数（令和４年３月末現在）］

市町名 市町名 市町名 市町名

年度

山口県

全国

％ ％ ％ ％ ％

人権の擁護又は平和の推進

経済活動の活性化

職業能力開発

環境の保全

文化芸術等の振興

連絡、助言又は援助

子どもの健全育成

社会教育の推進

まちづくりの推進

保健、医療又は福祉の増進

山口県 全国
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第１部 県民活動の現状と課題

４ ＮＰＯ法人の認証・認定状況

１認証制度

特定非営利活動促進法に基づく県知事の認証を受けることで、ＮＰＯ法人として

活動することができる。本県ではＮＰＯ法人への県税の支援措置を講じるなど、

特定非営利活動の健全な発展を促進している。

平成１０年１２月に特定非営利活動促進法が施行し、平成１１年４月に県内で

初めてＮＰＯ法人が誕生した。

令和４年３月末現在、４２０法人（全国：５０，７８６法人）となっている。

活動分野別に見ると「保健、医療又は福祉の増進」が最も多く、「まちづくりの

推進」、「社会教育の推進」、「子どもの健全育成」など様々な分野で活動している。

主たる事務所の所在地別に見ると山口市が８１法人と最も多く、次いで下関市、

宇部市の順となっており、この３市で全法人の約半数を占めている。

［法人数（県・全国）］ ［活動分野］（複数回答）

［主たる事務所の所在地別ＮＰＯ法人数（令和４年３月末現在）］

ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数

下 関 市 下 松 市 美 祢 市 上 関 町

宇 部 市 岩 国 市 周 南 市 田 布 施 町

山 口 市 光 市 平 生 町

萩 市 長 門 市 周防大島町 阿 武 町

防 府 市 柳 井 市 和 木 町 合 計

山陽小野田市

［主たる事務所の所在地別ＮＰＯ法人数（令和４年３月末現在）］

市町名 市町名 市町名 市町名

年度

山口県

全国

％ ％ ％ ％ ％

人権の擁護又は平和の推進

経済活動の活性化

職業能力開発

環境の保全

文化芸術等の振興

連絡、助言又は援助

子どもの健全育成

社会教育の推進

まちづくりの推進

保健、医療又は福祉の増進

山口県 全国

第１部 県民活動の現状と課題

２認定・特例認定制度

ＮＰＯ法人のうち、運営組織や事業活動が適正で公益の増進に資するものにつき、

一定の基準に適合したとして県の認定を受けたものを「認定ＮＰＯ法人」という。

また、ＮＰＯ法人で新たに設立されたもののうち、運営組織や事業活動が適正で、

特定非営利活動の健全な発展の基盤があり、公益の増進に資すると見込まれるもの

につき一定の基準に適合したとして県の特例認定を受けたものを「特例認定ＮＰＯ

法人」という。

令和４年６月末現在、県内の認定･特例認定ＮＰＯ法人は９法人（全国：１，２４６

法人）となっている。

「令和４年度県民活動団体の活動実態調査」ではＮＰＯ法人の５５．８％が認定

制度を認知しており、また「取得済み・取得したい」が１０．２％、「検討中」が

７．１％と、合わせて１７．３％のＮＰＯ法人が認定取得に関心を持っている。

［ＮＰＯ法人の認定制度の認知度］ ［ＮＰＯ法人の認定取得の意向］

■県内の認定・特例認定ＮＰＯ法人

名 称 所在地 主 な 事 業 目 的
こどもステーション山口 山口市 舞台芸術鑑賞や体験活動を通じた子ども

の健全育成
ぐうですぐう 宇部市 就労支援事業等を通じた障害者支援

や ま ぐ ち 発 達 臨 床 支 援
セ ン タ ー

防府市 発達支援及び保健・医療・福祉の発展

山口せわやきネットワーク 山口市 新しい社会システムの構築、社会の
公益の増進に寄与

山口県腎友会 山口市 腎臓病に関する知識の普及啓発等

みらいプラネット 防府市 難治性血管奇形の啓発活動

ＡＣＴ ＳＡＩＫＹＯ 周南市 バドミントン競技の振興と普及促進

皆繋 下関市 地域住民を主体とした高齢者のセーフ
ティネット構築

とりで 岩国市 児童福祉の増進等

知っている

聞いたことは

ある

知らない

無回答
取得済み・

取得したい

検討中

取得したいが、

要件や手続き等

で困難

取得するつもりはない

わからない

無回答
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第１部 県民活動の現状と課題

＜認定制度と特例認定制度の比較＞

認定制度 特例認定制度

認定・特例認定基準

① ＰＳＴ基準＊に適合

② 共益的な活動の占める割合

が５０％未満

③ 運営組織及び経理が適正

④ 事業活動の内容が適正

⑤ 情報公開を適切に実施

⑥ 事業報告書等を期限内に所

轄庁へ提出

⑦ 法令違反、不正行為等なし

⑧ 設立の日から１年を超える

期間が経過

① 以 外 の ７ つ の 基 準 を

満たしていること

有 効 期 間 認定の日から５年間 特例認定の日から３年間

有 効 期 間 の 更 新 更新あり 更新なし

申 請 可 能 法 人 全てのＮＰＯ法人 設立５年以内のＮＰＯ法人

税 制 優 遇

① 個人が寄附した場合の寄附

金の所得控除又は税額控除

② 法人が寄附した場合の損金

算入限度枠の拡大

③ 相続人が寄附した場合の非

課税措置

④ 認定ＮＰＯ法人自身のみなし

寄附金措置

① ②は認定と同じ

③ ④については、対象外

＊ＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）基準：ＮＰＯ法人が広く住民からの支持を受けている

かどうかを判断する基準で、次のいずれかを満たすこと

・経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が２０％以上

・寄附金の額が３，０００円以上である寄附者の数が年平均１００人以上

・法人事務所がある県または市町から条例で個別指定を受けていること（本県は該当なし）
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税 制 優 遇

① 個人が寄附した場合の寄附

金の所得控除又は税額控除

② 法人が寄附した場合の損金

算入限度枠の拡大

③ 相続人が寄附した場合の非

課税措置

④ 認定ＮＰＯ法人自身のみなし

寄附金措置

① ②は認定と同じ

③ ④については、対象外

＊ＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）基準：ＮＰＯ法人が広く住民からの支持を受けている

かどうかを判断する基準で、次のいずれかを満たすこと

・経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が２０％以上

・寄附金の額が３，０００円以上である寄附者の数が年平均１００人以上

・法人事務所がある県または市町から条例で個別指定を受けていること（本県は該当なし）
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第２部 令和３年度県民活動関連施策の実績

１ 令和３年度県民活動関連施策の考え方

山口県県民活動促進基本計画（第３次改定版：平成３０年度～令和４年度）に掲げる

３つの基本方針に基づき、県民活動促進のための諸施策に総合的、計画的に取り組んだ。

［３つの基本方針］

［令和３年度の主要な取組］

県民活動支援センターや山口きらめき財団等と連携し、県民活動の普及啓発や活動

基盤の強化、協働の推進等の事業を実施し、県民活動の一層の活発化を図った。

誰もがいきいきと輝く地域社会の実現

県
◆参加しやすい環境づくり

◆団体の財政・運営基盤の強化

◆協働の場づくり

市 町

市町民活動
支援センター

山口きらめき

企業・大学等県民活動支援センター
◆指定管理業務（相談・助言等）

県 民
◆県民活動への理解と参加
◆寄附、事業活動のチェック

県民活動団体
◆公共的サービスの担い手
◆社会参加の機会提供

参加の呼びかけ

参 加

社会貢献活動への
参加促進

県民活動団体の
基盤強化

１ 県民活動への理解と参加の促進

２ 県民活動団体の自立・持続的発展に向けた環境づくり

３ 県民活動団体と多様な主体との協働の推進

協働による
地域の課題解決

県民活動の促進

連 携 協 働
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第２部 令和３年度県民活動関連施策の実績

１ 令和３年度県民活動関連施策の考え方

山口県県民活動促進基本計画（第３次改定版：平成３０年度～令和４年度）に掲げる

３つの基本方針に基づき、県民活動促進のための諸施策に総合的、計画的に取り組んだ。

［３つの基本方針］

［令和３年度の主要な取組］

県民活動支援センターや山口きらめき財団等と連携し、県民活動の普及啓発や活動

基盤の強化、協働の推進等の事業を実施し、県民活動の一層の活発化を図った。

誰もがいきいきと輝く地域社会の実現

県
◆参加しやすい環境づくり

◆団体の財政・運営基盤の強化

◆協働の場づくり

市 町

市町民活動
支援センター

山口きらめき

企業・大学等県民活動支援センター
◆指定管理業務（相談・助言等）

県 民
◆県民活動への理解と参加
◆寄附、事業活動のチェック

県民活動団体
◆公共的サービスの担い手
◆社会参加の機会提供

参加の呼びかけ

参 加

社会貢献活動への
参加促進

県民活動団体の
基盤強化

１ 県民活動への理解と参加の促進

２ 県民活動団体の自立・持続的発展に向けた環境づくり

３ 県民活動団体と多様な主体との協働の推進

協働による
地域の課題解決

県民活動の促進

連 携 協 働

第２部 令和３年度県民活動関連施策の実績

２ 県民活動関連主要事業

基本方針１ 県民活動への理解と参加の促進
県民が県民活動に対する理解や関心を深め、誰もが県民活動へ参加できるよう、情報

発信や普及啓発を行うとともに、参加機会の拡充等に取り組んだ。

施策の展開方向 事業の概要

県民活動参加のきっかけづくりと

裾野の拡大

●県民活動推進事業

・大学生向けボランティア団体活動説明会

４回 ４団体・学生 名

・新たなＮＰＯ情報発信力向上セミナー

３回 名

山口ゆめ花博を契機とした県民

活動の継続的な展開

●県民ゆめはなアクション推進事業

・県民活動アンバサダーによる出前講座

回 名

・活動希望に沿ったボランティアのマッチング

ゆめ花マルシェ等へのボランティア 名

基本方針２ 県民活動団体の自立・持続的発展に向けた環境づくり
県民活動団体が自立し、持続的に活動が発展していくよう、県民活動支援センターや山口

きらめき財団等と連携し、活動基盤の強化や情報提供などの支援を行った。

施策の展開方向 事業の概要

県民活動団体の人材育成、活動の

場の提供、ネットワークづくり

●県民活動推進事業

・資金調達手法等のセミナー

５回 名

・ソーシャルビジネス交流会

名

自立的活動に向けた財政基盤の

強化

●域外パワー活用地域貢献推進事業

・プロボノの活用

受入５団体 プロボノワーカー 名

オンライン報告会 名

基本方針３ 県民活動団体と多様な主体との協働の推進
多様化・複雑化する地域の課題を解決するためには県民活動団体と行政や企業等、様々

な主体と連携・協力することが効果的であることから、多様な主体との協働を推進した。

施策の展開方向 事業の概要

コーディネート機能の強化と協働

推進の環境づくり

●県民活動推進事業

・協働関係強化セミナー

企業７社・団体等 名

・協働事例集の作成

「あいかさねっと」を活用した

マッチングの推進

●県民活動推進事業

・あいかさねっとマッチング数

名 累計 名

－ 21 －



第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

１　県事業

災害時避難行動等促進
事業

住民の避難行動が自発的に行われるための体制づくりや防
災意識の底上げを促進する取組を実施
・避難体制づくり支援員の派遣
・地域防災リーダーの養成
・体験型防災啓発の実施

○ ○ ○
防災危機
管理課

ゆめはな開花プロジェ
クト推進事業

山口ゆめ花博で得られた様々な成果（県民活動参加への
機運醸成等）を活かした、市町の創意工夫による取組を支
援

○ ○
政策企画
課

クリエイティブ・キッ
ズ育成事業

多様な主体が協働し、子どもたちの創造力や表現力、好奇
心、探究心などを伸ばす取組を実施
・モノづくり体験ワークショップを一堂に集めたイベントの開
催
・子ども向けワークショップのファシリテーター研修の実施
・子ども向けモノづくり体験ワークショップの情報を取りまとめ
て発信するサイトの開設

○ ○ ○
政策企画
課

やまぐち元気生活圏活
力創出事業

「やまぐち元気生活圏」の形成地域を対象に、市町や地域
が主体的に取り組む地域づくり活動をソフト、ハード両面か
ら支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

やまぐち元気生活圏づ
くり協働支援事業

「やまぐち元気生活圏」の形成・県全域への波及に向けた支
援
・専門家等の外部人材の活用
・地域づくり人材、団体の育成・確保のための研修等開催
・先進事例等の普及啓発

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

地域経営力向上プロ
ジェクト推進事業

地域運営に経営の視点を取り入れ、地域自らが収益事業と
生活サービス事業を複合的にを行うことにより地域を支える
新たな地域づくりの取組を支援
・地域経営サポートチームによるサポート体制の整備
・地域経営力向上セミナー等の開催
・経営確立・安定化に向けた施設整備支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

体感やまぐち地域滞在
型交流促進事業

再訪問や長期滞在など、地域とのより深い関わりへと繋がる
地域滞在型交流の普及啓発を図るとともに、受入体制の強
化、魅力向上に向けた地域の取組を支援。
・地域滞在型交流促進セミナー等の開催
・実践者向け研修会の開催
・体験型教育旅行推進部会の開催

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

３　県、山口きらめき財団及び県民活動支援センターの事業実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

住んでみぃね！ぶちえ
え山口移住促進事業

「住んでみぃね！ぶちええ山口」県民会議を主体とし、
・やまぐち暮らしの魅力の発信
・人口減少の制御
・地域経済の活性化
・中山間地域等の活力の維持・向上等を図る

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

関係人口創出・拡大事
業

県外から地域への新たな人の流れを創出し、本県と継続的
に関わる多様な人材である「関係人口」の創出・拡大を図
る。
・関係案内所の設置、関係案内人の配置等による情報発
信・来県促進
・都市部人材と地域活動とのマッチングの推進
・地域滞在型交流の受入組織への支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

やまぐち元気生活圏形
成支援事業

地域づくりの機運のある地域を対象に、地域伴走型支援や
元気生活圏づくりの中核となる事業の前倒し実施に対する
補助により、元気生活圏の形成を支援する。

〇 〇 〇
中山間地
域づくり
推進課

消費者行政総合調整事
業(消費生活協同組合
指導調整分）

消費生活協同組合の指導及び調整に関する事務の委託 ○ ○
県民生活
課

高齢消費者被害防止対
策強化事業

急増している高齢消費者の被害防止を図るため、事業者・
消費者団体と連携した普及啓発や地域の見守りネットワー
クを強化
・警告メッセージ付き通話録音装置等の設置促進
・188見守りサポーターの募集・活動紹介等

○ ○ ○
県民生活
課

若年消費者被害防止対
策強化事業

令和４年度からの成年年齢引下げに伴い、消費者トラブル
の増加が懸念される若年消費者に対し、若年者の意見を取
り入れた効果的な啓発活動を実施
・消費者トラブル防止４コマ漫画コンテストの開催
・消費者教育セミナーの実施等

○ ○ ○
県民生活
課

エシカル消費推進事業

エシカル消費の普及について、各種普及啓発イベント等の
実施により、本県での普及啓発及び取組の拡大を図るととも
に、県民の暮らしの豊かさ向上や各種県施策の推進等を図
る。

○ ○ ○
県民生活
課

県民活動支援センター
管理運営事業

県民活動支援センターを指定管理者制度により運営し、県
民活動に関する相談・助言、情報提供、研修等の支援を実
施

○ ○ ○
県民生活
課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

県民活動推進事業

＜裾野の拡大＞
・大学生向けボランティア団体活動説明会等の開催
・新たなＮＰＯ情報発信力向上セミナーの開催
＜財政・運営基盤強化＞
・資金調達手法等のセミナーの開催
・ソーシャルビジネス交流会の開催
＜協働の推進＞
・協働関係強化セミナーの開催
・協働事例集の作成

○ ○ ○
県民生活
課

県民ゆめはなアクショ
ン推進事業

県民活動の活発化を図るため、花博のボランティア等への
情報発信、マッチング等を実施

〇 〇 〇
県民生活
課

域外パワー活用地域貢
献推進事業

プロボノ活用により団体の基盤強化を図るとともに関係人口
の拡大を促進
・プロボノワーカーと団体のマッチング
・プロボノワーカーによる団体の活動支援
・成果発表・交流会の開催

〇 〇 〇
県民生活
課

犯罪のない安全で安心
なまちづくり推進事業

県民の自主防犯意識の高揚と、地域における防犯活動へ
の取組を推進
・推進協議会、防犯力促進会議の開催
・防犯講習会（出前型講座）の開催
・犯罪被害者等の支援に関する施策の実施

○ ○ ○
県民生活
課

犯罪被害者等を支える
まちづくり推進事業

犯罪被害者等に対する経済的支援、二次的被害の防止等
に関する広報啓発活動等の取組を推進
・犯罪被害者等支援推進計画（令和3年度から令和7年度）
を策定
・相談窓口の周知、県民の理解促進に向けたミニパネル展
等の開催
・犯罪被害者等の経済的負担の軽減に関わる取組の推進
・犯罪被害者等相談窓口機能の充実強化

○ ○ ○
県民生活
課

交通安全対策総合推進
事業

関係行政機関・団体等と協働し、交通安全に関する広報・
啓発活動を実施
・交通安全普及活動（高齢者世帯訪問等）への補助

○ ○ ○
県民生活
課

男女共同参画パワー
アップ事業

男女共同参画の一層の推進を図るため社会情勢等を踏ま
えた効果的な普及啓発や男女共同参画推進事業者の認証
等により、県民、県民活動団体、事業者等の取組を促進
・パワーアップセミナーの実施
・カジダン講座（入門編・応用編）の実施
・家事×サイエンス講座の実施
・男女共同参画推進事業者認証事業
・男女共同参画推進連携会議の開催

○ ○ ○
男女共同
参画課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

女性の活躍推進強化事
業

女性管理職・事業者等への支援や情報発信の強化により、
県全体での意識改革を図り、女性の活躍を促進
・ＳＮＳによる女性活躍等に関する情報発信
・「女性管理職アドバイザー制度」におけるサポーター派遣
等による相談支援
・女性の活躍推進事業者宣言制度
・やまぐち女性活躍応援団による取組の普及・拡大
・女性活躍推進知事表彰
・拠点施設の交流機能強化

○ ○ ○
男女共同
参画課

やまぐちみらい女子応
援事業

女子大生等を対象に、県内事業所で活躍する先輩職員の
体験談発表などを通じ、自身の生き方と働きがいを考慮した
ライフプランの作成を支援し、将来的な意思決定分野（管理
職等）での活躍の基礎作りによる、女性活躍を促進
・やまぐち女性活躍応援団と連携した女子大学生等を対象
としたライフプランセミナーの開催

○ ○ ○
男女共同
参画課

配偶者暴力等(ＤＶ)対
策事業

普及啓発や被害者支援(相談・保護・自立支援）を市町、関
係機関、民間団体等と連携して実施
・配偶者暴力相談支援連絡協議会の開催
・配偶者暴力被害者の一時保護委託
・関係者研修
・民間シェルターへの補助

○ ○ ○
男女共同
参画課

つながりサポート事業

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、経済困窮や人
間関係、孤独・孤立など、様々な困難や不安を抱える女性
が社会とのつながりを回復できるよう、ＮＰＯの知見やノウハ
ウを活用し、女性に寄り添ったきめ細かな支援を実施
・ＳＮＳや電話等による相談
・女性相談会・居場所づくり
・生理用品配布会

○
男女共同
参画課

ぶちエコやまぐちCO2
削減加速化事業

県民や事業者による低炭素型ライフ・ビジネススタイルへの
行動変容を促進するためのプロジェクトの展開などにより、
地球温暖化対策の一層の加速化を図る。

○ ○ ○
環境政策
課

セミナーパーク管理運
営等事業（環境学習関
連事業）

環境学習推進センターを拠点施設として、環境活動団体や
環境学習関係施設、企業等と連携を図り、環境学習講座の
開催や指導者の派遣育成等により、全県的な環境学習を推
進

※指定管理
料に含む

○ ○ ○
環境政策
課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

食の安心・安全充実強
化事業

＜HACCPの適切な運用促進＞
・令和３年６月から義務化されたHACCPに沿った衛生管理
が適切に運用されるよう、研修教材の公開やセミナーを開
催することにより、食品等事業者などの取組を支援
＜生産者・事業者、消費者等の協働による取組の推進や、
地域における活動の中核を担う消費者リーダーの育成＞
・食の安心・安全推進協議会の運営
・食の安心コミュニティ活動
・食の安心モニター制度
・食品表示等に関する専門的知識を有する消費者の育成

○ ○ ○
生活衛生
課

動物愛護管理推進事業

社会変革の動きに対応したオンライン譲渡会や同行避難訓
練等の実施により、県民が安心して暮らし続けることのでき
る基盤づくりを推進
・県が譲渡する犬猫へのマイクロチップ装着による普及促進
・オンライン譲渡会やe-ラーニング方式による講習会の実施
に向けた体制整備（機材やシステム等）
・「地域の猫との正しい付き合い方」啓発キャンペーンの実
施
・野犬捕獲機材の追加配備
・ペットとの同行避難訓練の実施
・学識経験者、行政機関、獣医師会、動物愛護団体等の多
様な関係主体が参画する協議会の設置・開催

○ ○ ○
生活衛生
課

やまぐち海洋ごみアク
ションプラン推進事業

海岸漂着物の回収・処理や発生抑制対策につながる取組
を推進
・住民ボランティアや民間団体等による清掃活動等の支援
・発生抑制に向けた普及啓発

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

ぶちエコやまぐち３Ｒ
推進事業

循環型社会の形成を図るため、食品ロスやプラスチックごみ
などの廃棄物について、県民総参加による３Ｒの取組を推
進
・食品ロス削減に向けた県民運動の活性化
・事業者が未利用食品をフードバンク等へ寄贈する際の配
送モデルを実証
・プラスチックごみをテーマとした「写真」等を募集するコンテ
ストを実施

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

きらら浜自然観察公園
管理運営事業

野鳥を中心とする多様な生態系を保全するとともに、野鳥観
察、自然観察等による自然保護について、県民の理解を深
めるための運営を行い、自然環境学習を推進

○ ○ ○
自然保護
課

生物多様性保全対策推
進事業（支援員育成業
務）

希少野生動植物種保護支援員の養成を図るための研修会
の実施及び情報誌の発行

○ ○ ○
自然保護
課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

地域共生社会推進事業
地域住民等が互いに見守り支え合い、年齢や性別、障害の
有無等に関わりなく、誰もが安心していきいきと暮らしていけ
る地域共生社会の実現に向けた取組を推進

○ ○ ○ 厚政課

血液対策事業
・献血思想の普及及び献血の推進
・若年者に対する献血の普及啓発
・成分献血の普及啓発

○ ○ 薬務課

「ＮＯ ドラッグ！」
推進事業

覚醒剤・大麻等の薬物乱用を防止するための対策を実施
・覚醒剤等薬物乱用防止のための普及啓発
・小中高等学校における薬物乱用防止教室の充実・強化

○ ○ 薬務課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（生涯
現役サポート事業）

生涯現役社会づくりに関する情報発信、普及啓発、人材育
成等を総合的に推進

○ ○ ○
長寿社会
課

いきいき高齢者地域活
動支援事業（在宅老人
福祉対策費）

老人クラブ助成事業を行う市町に対する支援 ○ ○ ○
長寿社会
課

いきいき高齢者地域活
動支援事業（老人クラ
ブ等活動推進員設置事
業）

活動推進員による単位老人クラブの育成指導、市町老人ク
ラブ連合会活動の指導

○ ○ ○
長寿社会
課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（県版
「ねんりんピック」開
催事業）

県健康福祉祭を「県版ねんりんピック」として内容を充実して
開催し、高齢者の社会参加を促進

○ ○ ○
長寿社会
課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（地域
で活躍！シニア社会貢
献活動推進事業）

老人クラブの先進的な活動をモデル指定し、地域における
シニアの社会貢献活動や世代間交流を促進

○ ○ ○
長寿社会
課

地域支援担い手育成加
速化事業

高齢者が生活支援サービス等の担い手として活躍できるよ
う、各市町と老人クラブの活動をマッチングし、その普及・拡
大を図る。

○ ○ ○
長寿社会
課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

障害者スポーツ競技人
口拡大事業

障害者スポーツ指導者・ボランティア等の養成研修の実施
及び人材バンクへの登録

○ ○ ○
障害者支
援課

みんなで子育て応援推
進事業

「やまぐち子育て連盟」を中心とした県民総参加による子育
て県民運動を推進
・子育てサークル表彰の実施
・育児を楽しもう！～パパのアトリエ～の実施

○ ○ ○
こども政
策課

やまぐち子ども・子育
て応援ファンド

山口県内で行われる子育て支援や子どもの貧困対策等に
自主的・主体的に取り組む公益的な活動に対する助成
【通常枠】
・助成団体　ＮＰＯ法人やボランティア団体　等
・助成金額　１０万円以内/団体
・助成件数　３５団体程度
【子ども食堂特別枠】
・開設事業　２０万円/カ所（３０カ所程度）
・スキルアップ事業　３０万円/１団体（１団体）
・新しい生活様式対応事業　２０万円/カ所（２５カ所程度）

○ ○ ○
こども政
策課

シニアも応援！子育て
サポーター事業

高齢者や子育て経験者等を「子育てサポーター」として登録
し、保育所や地域の子育て支援活動における活用を促進

○ ○
こども政
策課

未来を描く！学校内子
育てひろば推進事業

・コミュニティ・スクールの取組と連携し、学校の余裕教室等
において、乳幼児親子と生徒が集う「子育てひろば」の開設
を支援

○ ○ ○
こども政
策課

やまぐち子ども・子育て
応援コンソーシアム事業

企業や子育て支援団体等による「子ども・子育て応援コン
ソーシアム」により、優良事例の横展開や新たな取組の検討
を通じて、「社会全体での子ども・子育て応援」を推進
・コンソーシアム会合の実施
・有識者による講演
・優良事例の情報発信

○ ○ ○
こども政
策課

青少年育成県民運動事
業

青少年が健やかに育つ環境づくりを進めるため、社会全体
で取り組む県民運動を推進
・優良青少年等の表彰
・山口県青少年育成県民会議への補助

○ ○ ○
こども家
庭課

－ 28 －



第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

地域若者サポートス
テーション機能強化事
業

一定期間無業の状態にある者（ニート）に対する支援を行う
「地域若者サポートステーション」において、専門家によるき
め細かな相談支援を実施
・心理カウンセリングの実施
・コミュニケーションセミナーの実施

○
労働政策
課

山口県国際交流協会育
成事業

県民の国際活動を促進するための中核組織である協会の
活動を支援し、本県の国際化を推進

○ ○ ○ 国際課

地域日本語教育推進事
業

県内の外国人住民が生活に必要となる基礎的な日本語を
学ぶことができる環境を整備するため、モデル日本語教室
や学習支援者の育成、外国人住民にも理解しやすい「やさ
しい日本語」の普及啓発等を実施

○ ○ ○ 国際課

若者が活躍する競技ス
ポーツ推進事業

中・長期的な競技力の向上を目指し、競技団体の活動と競
技力向上を担う人材の育成を支援

○ ○
スポーツ
推進課

スポーツを通じた地域
活力の創出事業

県民誰もが、生涯にわたり、気軽にスポーツに親しみ、活力
ある生活を送ることができるよう、生涯スポーツ支援体制の
整備やスポーツ指導者の育成等によるスポーツ環境基盤の
強化を図るとともに、トップスポーツクラブを活用したスポー
ツの魅力発信や、市町が総合型地域スポーツクラブと連携
して行うスポーツイベントへの支援による地域づくりの推進
等に取り組む。

○ ○
スポーツ
推進課

地域文化づくり推進事
業

・中四国文化の集いへの派遣（旅費補助）
・国民文化祭への派遣（旅費補助）

○
文化振興
課

県指定文化財等保存活
用事業

県指定無形民俗文化財等の公開支援、保存と後継者育成
のための保存会への助成

○
社会教
育・文化
財課

文化財保護管理事業費
県指定文化財の愛護・普及を図るために、文化財愛護教室
の開催等に要する経費を補助

○
社会教
育・文化
財課

農山漁村女性活動促進
対策事業

「第３次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」の実
現を加速するため、地域の主要な担い手である農山漁村女
性が、その持てる能力を発揮し、主体的に参画できる環境
や体制の整備を推進

○ ○ ○
農林水産
政策課
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第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

新規林業就業者定着促
進事業（うち、地域林
業担い手支援対策）

　林業後継者育成対策事業
・学生を対象とした林業体験の実施

○ ○ ○
森林企画
課

漁業生産増大推進事業
（藻場干潟域の再生保
全部分）

水産業・漁村の持つ水産多面的機能の発揮を図るため、漁
業者が主体となり、地域住民と協働して行う機能発揮に向け
た取組を支援

○ ○ ○
水産振興
課

きらめき道路サポート
事業

道路の草刈りを県民活動団体に委託 ○ ○ ○
道路整備
課

道路愛護ボランティア
支援事業

県管理の国道又は県道において、花壇の管理や歩道の清
掃のボランティア活動を希望する個人や団体に活動の場所
や資材を提供

○ ○ ○
道路整備
課

ゆめの未来公園づくり
推進事業

山口ゆめ花博に参画した民間事業者等による公園の魅力
（一般来場者にとっての魅力、民間事業用地としての魅力）
を発信する取組を支援
・「山口きらら博記念公園活性化協議会」の活動支援
・「ゆめ花マルシェ」の開催支援
・県内の他の地域への展開に向け、セミナー・勉強会の開
催

○ ○ ○
都市計画
課

土砂災害防止施設点検
事業

砂防ボランティアと県との協働により、土砂災害防止施設の
巡視点検を実施

○ ○ 砂防課

河川環境美化推進事業
ボランティア団体等による河川環境美化活動（清掃活動）等
に対する支援

○ ○ ○ 河川課

港湾環境整備事業
航行船舶の安全及び港内の美化、公衆衛生の向上等を図
るため、港内や周辺の水面において漂流物や汚物等の除
去等を実施

○ ○ ○ 港湾課

空き家利活用等推進事
業

空き家の利活用や適正管理の推進に加え、空き家の発生
を抑制するため、「建物状況調査（インスペクション）」及び
「既存住宅売買瑕疵保険」の活用促進を図るなど、空き家
対策の充実強化を推進

○ ○ ○ 住宅課

ふるさと子育て住まい
る応援事業

多様なニーズに対応する子育て支援の一環として、ＵＪＩター
ン者等ふるさとでの子育てを希望する者が、世代間の支え
合いによる子育てしやすい環境づくりを実現できるよう支援
する取組を官民連携して推進（住宅支援制度の実施、SNS
等を活用した普及啓発等）

○ ○ 住宅課
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事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

図書館管理運営費

子どもと本をつなぐ人材の育成と学校等への支援として、
「図書館と出会う読書活動ライぶらり」の推進、「子どもと本を
つなぐためのスキルアップ講座」「幼稚園・保育所等関係者
研修会」「学校図書館セミナー」「出前こどもとしょかん」を行
う。

○ ○ ○
社会教
育・文化
財課

図書館管理運営費
県内大学図書館・市町図書館とのネットワーク化や家庭から
蔵書検索・予約申込等が行えるように、図書館ネットワーク
システムを運用

○ ○
社会教
育・文化
財課

県立社会教育施設感染
症予防等事業

コロナ禍における新しい生活様式での読書活動に対応でき
るよう電子図書館サービスを導入

○
社会教
育・文化
財課

生涯学習推進体制整備
事業

生涯学習情報提供システム（かがやきネット）を運用し、生涯
学習情報の提供や生涯学習講座の動画配信等を通じて、
生涯学習に関する情報を提供

○ ○
社会教
育・文化
財課

地域教育力日本一推進
事業

学校等において、放課後等に地域の多様な人材を活用し
て実施する学習活動や体験活動などの教育活動に対する
補助

○ ○ ○
社会教
育・文化
財課

成人教育活動促進事業
社会教育関係団体の育成と自主的活動を促進するため、
主に成人を対象とした社会教育活動を行う団体に対する補
助

○ ○
社会教
育・文化
財課

県指定文化財等保存活
用事業

県指定無形民俗文化財等の公開支援、保存と後継者育成
のための保存会への助成

○
社会教
育・文化
財課

文化財保護管理事業費
県指定文化財の愛護・普及を図るために、文化財愛護教室
の開催等に要する経費を補助

○
社会教
育・文化
財課

犯罪被害者等支援委託
事業

犯罪被害者等に対して、電話、面接等相談や病院付添等
の直接支援を行うとともに、県民に対し、犯罪被害者等の支
援に係る理解の増進と配慮・協力の確保のため、広報・啓
発業務を実施

○ ○ ○
警察県民
課

うそ電話詐欺未然防止
推進事業

高齢者等に対する注意喚起や防犯団体と連携した戸別訪
問指導の実施などにより、手口が変化するうそ電話詐欺（特
殊詐欺）被害の未然防止とさらなる防犯力強化を図ることを
目的とした複合的な対策を推進

○ ○
生活安全
企画課
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事業名 事　業　内　容
決算額
（千円）

基本方針
所管課

子供の犯罪被害防止対
策事業

下校時間帯を中心に多発傾向にある子供に対する声かけ・
つきまとい事案の防止のため、子供の見守り体制を強化す
るとともに、当該事案発生時の通報促進を推進

○ ○
生活安全
企画課

ICT機器を活用した少
年の被害防止対策等推
進事業

子供の被害の事件・事故が後を絶たない中、子供自身の自
主防犯意識、交通安全意識を高めるため、ＶＲを活用した
体験型の防犯、交通安全教室を実施

○ ○ 少年課

交通安全県やまぐち推
進事業

交通事故総量の減少や交通死亡事故ゼロをめざし、各種
交通事故防止対策を実施

○ ○ ○
交通企画
課

不法入国・テロ防止対
策

民間ボランティア団体「沿岸警備協力会」との官民一体と
なった沿岸犯罪抑止対策を推進するとともに、テロ対策パー
トナーシップの枠組みを利用したテロ対策の強化
爆発物原料販売事業者やホテル・旅館業者等民間事業者
等と連携したテロ未然防止対策の推進
外国人実習生・留学生に対する安全教室の開催等、正規
滞在者の多文化共生対策を推進

○ ○ 外事課
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２　山口きらめき財団事業（県民活動推進に係る事業）

きらめき活動助成事業
地域住民が主体的に取り組む県民活動を２つの
助成プログラムにより支援

○ ○ ○

ボランティア活動振興事業
県民活動の柱であるボランティア活動の促進を図
るため、山口県社会福祉協議会及び山口県青少
年育成県民会議が実施する事業を支援

○ ○

講師・アドバイザー派遣事
業

県民活動団体が開催する研修会などに講師やア
ドバイザーを派遣

○ ○

「県民活動促進期間」推進
事業

県民活動への理解と参加促進を図るため、県が
定める「県民活動促進期間」を中心に重点的な取
組を展開

○ ○ ○

情報発信事業
ホームページや広報紙、リーフレット等により、広
く県民に対し、県民活動、男女共同参画及び文
化芸術活動の意識啓発や情報提供を行った

○ ○

県民活動団体人材確保モデ
ル事業

活動が顕著でありながら、会員不足や高齢化等
により活動の継続が懸念される団体を支援し、事
業成果を他団体に還元

○ ○

表彰事業 県民活動の振興に寄与した団体を表彰 ○ ○

きらめきファンド運営事業
寄附文化への理解を促進し、寄附を原資とした
ファンドを造成

○ ○

事業名 事　業　内　容
決算額

（千円）

基本方針
備　考

－ 33 －



第２部　令和３年度県民活動関連施策の実績

３　県民活動支援センター事業（指定管理料による事業）

ホームページによる情報提供
ホームページにより、県民活動団体のイベント、
助成金、情報他、企業の社会貢献活動等の情報
を広く発信

－ ○

メールマガジンの発信
イベント、助成金、支援センターの情報等を希望
者に発信

－ ○

やまぐち社会貢献活動支援
ネットの運営

やまぐち社会貢献活動支援ネットにおいて、ボラ
ンティア参加希望者とボランティア募集団体等の
情報を掲載

－ ○ ○

センターにおける相談・助言
ＮＰＯ法人の設立申請や定款変更、県民活動団
体の運営等に関する相談、助言

－ ○ ○

専門家を招いての相談対応
やまぐちソーシャルビジネスサポートネットワーク
の構成団体から専門家を招き、定例的な相談会
を実施

－ ○ ○

県民活動ベースアップ研修
税務、会計、広報など、組織の基盤強化等に役
立つスキルを身につけられる研修会を開催

－ ○

スキルアップ講座
主に市町の活動支援センター職員を対象に、県
民活動に関する相談に対応する能力を向上させ
る講座を開催

－ ○ ○

コミュニティ学習会
持続可能なコミュニティのための仕組づくりや、
実践的な地域づくりの取組等について学べる学
習会等を開催

－ ○ ○

県民活動ネットワーク会議
市町の活動支援センター、県・市町職員、財団
等による県民活動の支援や推進についての意
見・情報交換会を開催

－ ○ ○ ○

災害支援のNPOネットワーク
社会福祉協議会とも連携し、災害時の支援や減
災・防災の取組み等をテーマとしてNPO等が集う
情報交換会等を開催

－ ○ ○ ○

県民活動に関する研究調査
県民活動の実態に関する情報収集や調査・分析
を行い、活動支援のための材料となるデータ作
成等を実施

－ ○

次世代（若者）へのアプロー
チ

県内の大学や高校と連携を図りつつ、多様な機
会を通じて若年層にアプローチし、県民活動の
現状や意義についての講座やセンターのＰＲ等
を実施

－ ○

備　考事業名 事　業　内　容
決算額

（千円）

基本方針
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【基本方針】

【基本目標】

１ 令和４年度県民活動関連施策の考え方

令和４年度の県予算の基本方針

直面するコロナ危機から暮らしの安定を確保し、社会経済を力強く再生させ、山口県

の元気を取り戻すため、コロナ禍がもたらした人々の意識の変化や社会変革をチャンス

と捉え、より高いレベルの安心の確保と成長の実現を目指し、新たな未来に向けた県

づくりをしっかりと前に進めていく。

これにより、コロナの危機を克服し、安心で希望と活力に満ち溢れた山口県をコロナ

前よりもさらに高く飛躍させる。

県民活動関連事業予算

県予算の基本方針を踏まえ、「やまぐち維新プラン」に掲げる「誰もがいきいきと

輝く地域社会実現プロジェクト」の重点施策である「県民活動の活発化による地域の絆

づくりの推進」に係る取組について、基本計画に掲げる３つの基本方針に基づき、各

部局がそれぞれの分野で県民活動に関する諸施策の推進を図る。

＜令和４年度の特色＞

基本計画の目標達成に向けて、若年層の県民活動への参加促進や県民活動アンバサ

ダーと連携した啓発活動を行うとともに、裾野の拡大や団体の基盤強化、多様な主体と

の協働を推進するため、県民活動支援センターや山口きらめき財団等とも連携しながら、

特に以下の点を重点として、県民活動の一層の活発化を図る。

◆ 若年層の参加促進とボランティアの「輪」の拡大

◆ 地域課題解決に取り組む県民活動団体の基盤強化

◆ 県民活動団体と行政、団体、企業等の多様な主体が協働する環境づくり 等

基本方針１

県民活動への理解と
参加の促進

誰もが県民活動に参加し、県民パワーで創る“活力みなぎる山口県”

基本方針３

県民活動団体と多様な
主体との協働の推進

基本方針２

県民活動団体の自立・持続的
発展に向けた環境づくり
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【基本方針】

【基本目標】

１ 令和４年度県民活動関連施策の考え方

令和４年度の県予算の基本方針

直面するコロナ危機から暮らしの安定を確保し、社会経済を力強く再生させ、山口県

の元気を取り戻すため、コロナ禍がもたらした人々の意識の変化や社会変革をチャンス

と捉え、より高いレベルの安心の確保と成長の実現を目指し、新たな未来に向けた県

づくりをしっかりと前に進めていく。

これにより、コロナの危機を克服し、安心で希望と活力に満ち溢れた山口県をコロナ

前よりもさらに高く飛躍させる。

県民活動関連事業予算

県予算の基本方針を踏まえ、「やまぐち維新プラン」に掲げる「誰もがいきいきと

輝く地域社会実現プロジェクト」の重点施策である「県民活動の活発化による地域の絆

づくりの推進」に係る取組について、基本計画に掲げる３つの基本方針に基づき、各

部局がそれぞれの分野で県民活動に関する諸施策の推進を図る。

＜令和４年度の特色＞

基本計画の目標達成に向けて、若年層の県民活動への参加促進や県民活動アンバサ

ダーと連携した啓発活動を行うとともに、裾野の拡大や団体の基盤強化、多様な主体と

の協働を推進するため、県民活動支援センターや山口きらめき財団等とも連携しながら、

特に以下の点を重点として、県民活動の一層の活発化を図る。

◆ 若年層の参加促進とボランティアの「輪」の拡大

◆ 地域課題解決に取り組む県民活動団体の基盤強化

◆ 県民活動団体と行政、団体、企業等の多様な主体が協働する環境づくり 等

基本方針１

県民活動への理解と
参加の促進

誰もが県民活動に参加し、県民パワーで創る“活力みなぎる山口県”

基本方針３

県民活動団体と多様な
主体との協働の推進

基本方針２

県民活動団体の自立・持続的
発展に向けた環境づくり

第３部 令和４年度県民活動関連施策の計画

２ 県民活動関連主要事業

基本方針１ 県民活動への理解と参加の促進

県民が県民活動に対する理解や関心を深め、誰もが県民活動へ参加できるよう、情報

発信や普及啓発を行うとともに、参加機会の拡充等に取り組む。

施策の展開方向 事業の概要

県民活動参加のきっかけづくりと

裾野の拡大

●県民活動推進事業

・大学生向けボランティア団体活動説明会の開催

・高校生、大学生が参加する先進事例の推進

・新たなＮＰＯ情報発信力向上セミナーの開催

山口ゆめ花博を契機とした県民

活動の継続的な展開

●県民ゆめはなアクション推進事業

・ボランティア情報の発信

・出前講座、意見交換会の開催

基本方針２ 県民活動団体の自立・持続的発展に向けた環境づくり

県民活動団体が自立し、持続的に活動が発展していくよう、県民活動支援センターや山口

きらめき財団等と連携し、活動基盤の強化や情報提供などの支援に取り組む。

施策の展開方向 事業の概要

県民活動団体の人材育成、活動の

場の提供、ネットワークづくり

●県民活動推進事業

・資金調達手法等のセミナーの開催

・ＳＮＳを活用した好事例や先進事例の情報発信

自立的活動に向けた財政基盤の

強化

●域外パワー活用地域貢献推進事業

・プロボノによる支援、活動成果の情報発信、

交流会の開催

基本方針３ 県民活動団体と多様な主体との協働の推進

多様化・複雑化する地域の課題を解決するためには県民活動団体と行政や企業等、様々

な主体と連携・協力することが効果的であることから、多様な主体との協働を推進する。

施策の展開方向 事業の概要

コーディネート機能の強化と協働

推進の環境づくり

●県民活動推進事業

・協働関係強化セミナーの開催

「あいかさねっと」を活用した

マッチングの推進

●県民活動推進事業

・「あいかさねっと」の利用促進
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１　県事業

災害時避難行動等促進
事業

住民の避難行動が自発的に行われるための体制づくりや
防災意識の底上げを促進する取組を実施
・避難体制づくり支援員の派遣
・地域防災リーダーの養成
・体験型防災啓発の実施

○ ○ ○
防災危機
管理課

ゆめはな開花プロジェ
クト推進事業

山口ゆめ花博で得られた様々な成果（県民活動参加への
機運醸成等）を活かした、市町の創意工夫による取組を支
援

○ ○
政策企画
課

クリエイティブ・キッ
ズ育成事業

多様な主体が協働し、子どもたちの創造力や表現力、好奇
心、探究心などを伸ばす取組を実施
・モノづくり体験ワークショップを一堂に集めたイベントの開
催
・子ども向けワークショップのファシリテーター研修の実施
・子ども向けモノづくり体験ワークショップ情報を発信するサ
イトの運営

○ ○ ○
政策企画
課

新たな時代の人づくり
協働推進事業

民間団体等が「新たな時代の人づくり推進方針」に沿って、
学校や企業等と連携・協働して行う人づくりの新たな取組
に対する立ち上がり支援を行い、全県的な人づくりを推進

○ ○ ○
政策企画
課

やまぐち元気生活圏活
力創出事業

「やまぐち元気生活圏」の形成地域を対象に、市町や地域
が主体的に取り組む地域づくり活動をソフト、ハード両面か
ら支援

○
中山間地
域づくり
推進課

やまぐち元気生活圏づ
くり協働支援事業

「やまぐち元気生活圏」の形成・県全域への波及に向けた
支援
・専門家等の外部人材の活用
・地域づくり人材、団体の育成・確保のための研修等開催
・先進事例等の普及啓発

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

地域経営力向上プロ
ジェクト推進事業

地域運営に経営の視点を取り入れ、地域自らが収益事業
と生活サービス事業を複合的にを行うことにより地域を支え
る新たな地域づくりの取組を支援
・地域経営サポートチームによるサポート体制の整備
・普及啓発及び中核的人材の育成・確保
・経営確立・安定化に向けた施設整備支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

３　県、山口きらめき財団及び県民活動支援センターの事業計画

事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課
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１　県事業

災害時避難行動等促進
事業

住民の避難行動が自発的に行われるための体制づくりや
防災意識の底上げを促進する取組を実施
・避難体制づくり支援員の派遣
・地域防災リーダーの養成
・体験型防災啓発の実施

○ ○ ○
防災危機
管理課

ゆめはな開花プロジェ
クト推進事業

山口ゆめ花博で得られた様々な成果（県民活動参加への
機運醸成等）を活かした、市町の創意工夫による取組を支
援

○ ○
政策企画
課

クリエイティブ・キッ
ズ育成事業

多様な主体が協働し、子どもたちの創造力や表現力、好奇
心、探究心などを伸ばす取組を実施
・モノづくり体験ワークショップを一堂に集めたイベントの開
催
・子ども向けワークショップのファシリテーター研修の実施
・子ども向けモノづくり体験ワークショップ情報を発信するサ
イトの運営

○ ○ ○
政策企画
課

新たな時代の人づくり
協働推進事業

民間団体等が「新たな時代の人づくり推進方針」に沿って、
学校や企業等と連携・協働して行う人づくりの新たな取組
に対する立ち上がり支援を行い、全県的な人づくりを推進

○ ○ ○
政策企画
課

やまぐち元気生活圏活
力創出事業

「やまぐち元気生活圏」の形成地域を対象に、市町や地域
が主体的に取り組む地域づくり活動をソフト、ハード両面か
ら支援

○
中山間地
域づくり
推進課

やまぐち元気生活圏づ
くり協働支援事業

「やまぐち元気生活圏」の形成・県全域への波及に向けた
支援
・専門家等の外部人材の活用
・地域づくり人材、団体の育成・確保のための研修等開催
・先進事例等の普及啓発

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

地域経営力向上プロ
ジェクト推進事業

地域運営に経営の視点を取り入れ、地域自らが収益事業
と生活サービス事業を複合的にを行うことにより地域を支え
る新たな地域づくりの取組を支援
・地域経営サポートチームによるサポート体制の整備
・普及啓発及び中核的人材の育成・確保
・経営確立・安定化に向けた施設整備支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

３　県、山口きらめき財団及び県民活動支援センターの事業計画

事業名 事　業　内　容
予算額
（千円）

基本方針
所管課

第３部　令和４年度県民活動関連施策の計画

事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

体感やまぐち地域滞在
型交流促進事業

地域滞在型交流を促進するため、地域の取組状況に応じ
た支援を実施するとともに、地域滞在型交流に取り組む人
材を育成
・体験型教育旅行の受入再開に向けた機運醸成や受入体
制の再構築を図るワークショップ等の開催
・新たな担い手を育成する研修の開催

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

住んでみぃね！ぶちえ
え山口移住促進事業

「住んでみぃね！ぶちええ山口」県民会議を主体とした、移
住・定住に向けた全県的な取組の推進
・移住の働きかけ・ＰＲ
・移住に向けた支援
・受入・定着支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

関係人口創出・拡大事
業

県外から地域への新たな人の流れを創出し、本県と継続的
に関わる多様な人材である「関係人口」の創出・拡大を図
る。
・関係案内所の設置、関係案内人の配置等による情報発
信・来県促進
・都市部人材と地域活動とのマッチングの推進
・地域滞在型交流の受入組織への支援

○ ○ ○
中山間地
域づくり
推進課

やまぐち元気生活圏形
成支援事業

地域づくりの機運のある地域を対象に、地域伴走型支援や
元気生活圏づくりの中核となる事業の前倒し実施に対する
補助により、元気生活圏の形成を支援する。

〇 〇
中山間地
域づくり
推進課

消費者行政総合調整事
業(消費生活協同組合
指導調整分）

消費生活協同組合の指導及び調整に関する事務の委託 ○ ○
県民生活
課

高齢消費者被害防止対
策強化事業

急増している高齢消費者の被害防止を図るため、事業者・
消費者団体と連携した普及啓発や地域の見守りネットワー
クを強化
・警告メッセージ付き通話録音装置等の設置促進
・188見守りサポーターの募集・活動紹介等

○ ○ ○
県民生活
課

エシカル消費推進事業

エシカル消費の普及について、市町、関係団体、事業者等
と連携した啓発イベント等の実施により、本県での取組の
拡大を図るとともに、県民の暮らしの豊かさ向上や各種県
施策を推進

○ ○ ○
県民生活
課

若年消費者被害防止対
策強化事業

令和４年度からの成年年齢引下げに伴い、消費者トラブル
の増加が懸念される若年消費者に対し、若年層の意見を
取り入れた効果的な啓発活動を実施
・「見て・聞いて・防ごう！若年消費者トラブル」啓発事業
・消費者教育セミナーの実施 等

○ ○ ○
県民生活
課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

県民活動支援センター
管理運営事業

県民活動支援センターを指定管理者制度により運営し、県
民活動に関する相談・助言、情報提供、研修等の支援を実
施

○ ○ ○
県民生活
課

県民活動推進事業

＜裾野の拡大＞
・大学生向けボランティア団体活動説明会等の開催
・高校生・大学生が参加する先進事例の推進
・新たなＮＰＯ情報発信力向上セミナーの開催
＜財政・運営基盤強化＞
・資金調達手法等のセミナーの開催
・ＳＮＳ等を活用した好事例や先進事例の情報発信
＜協働の推進＞
・協働関係強化セミナーの開催

○ ○ ○
県民生活
課

県民ゆめはなアクショ
ン推進事業

県民活動の活発化を図るため、花博のボランティア等への
情報発信、マッチング等を実施

〇 〇 〇
県民生活
課

域外パワー活用地域貢
献推進事業

プロボノ活用により団体の基盤強化を図るとともに関係人
口の拡大を促進
・プロボノワーカーと団体のマッチング
・プロボノワーカーによる団体の活動支援
・成果発表・交流会の開催

〇 〇 〇
県民生活
課

犯罪のない安全で安心
なまちづくり推進事業

県民の自主防犯意識の高揚と、地域における防犯活動へ
の取組を推進
・推進協議会、防犯力促進会議の開催
・防犯講習会（出前型講座）の開催
・犯罪被害者等の支援に関する施策の実施

○ ○ ○
県民生活
課

犯罪被害者等を支える
まちづくり推進事業

犯罪被害者等に対する経済的支援、二次的被害の防止等
に関する広報啓発活動等の取組を推進
・相談窓口の周知、専門員による相談対応の充実
・県民の理解促進に向けたミニパネル展等の開催
・犯罪被害者等の経済的負担の軽減に関わる取組の推進
・民間犯罪被害者等支援団体への支援

○ ○ ○
県民生活
課

交通安全対策総合推進
事業

関係行政機関・団体等と協働し、交通安全に関する広報・
啓発活動を実施
・交通安全普及活動（高齢者世帯訪問等）への補助

○ ○ ○
県民生活
課
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事業名 事　業　内　容
予算額
（千円）

基本方針
所管課

県民活動支援センター
管理運営事業

県民活動支援センターを指定管理者制度により運営し、県
民活動に関する相談・助言、情報提供、研修等の支援を実
施

○ ○ ○
県民生活
課

県民活動推進事業

＜裾野の拡大＞
・大学生向けボランティア団体活動説明会等の開催
・高校生・大学生が参加する先進事例の推進
・新たなＮＰＯ情報発信力向上セミナーの開催
＜財政・運営基盤強化＞
・資金調達手法等のセミナーの開催
・ＳＮＳ等を活用した好事例や先進事例の情報発信
＜協働の推進＞
・協働関係強化セミナーの開催

○ ○ ○
県民生活
課

県民ゆめはなアクショ
ン推進事業

県民活動の活発化を図るため、花博のボランティア等への
情報発信、マッチング等を実施

〇 〇 〇
県民生活
課

域外パワー活用地域貢
献推進事業

プロボノ活用により団体の基盤強化を図るとともに関係人
口の拡大を促進
・プロボノワーカーと団体のマッチング
・プロボノワーカーによる団体の活動支援
・成果発表・交流会の開催

〇 〇 〇
県民生活
課

犯罪のない安全で安心
なまちづくり推進事業

県民の自主防犯意識の高揚と、地域における防犯活動へ
の取組を推進
・推進協議会、防犯力促進会議の開催
・防犯講習会（出前型講座）の開催
・犯罪被害者等の支援に関する施策の実施

○ ○ ○
県民生活
課

犯罪被害者等を支える
まちづくり推進事業

犯罪被害者等に対する経済的支援、二次的被害の防止等
に関する広報啓発活動等の取組を推進
・相談窓口の周知、専門員による相談対応の充実
・県民の理解促進に向けたミニパネル展等の開催
・犯罪被害者等の経済的負担の軽減に関わる取組の推進
・民間犯罪被害者等支援団体への支援

○ ○ ○
県民生活
課

交通安全対策総合推進
事業

関係行政機関・団体等と協働し、交通安全に関する広報・
啓発活動を実施
・交通安全普及活動（高齢者世帯訪問等）への補助

○ ○ ○
県民生活
課

第３部　令和４年度県民活動関連施策の計画

事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

男女共同参画パワー
アップ事業

男女共同参画の一層の推進を図るため社会情勢等を踏ま
えた効果的な普及啓発や男女共同参画推進事業者の認
証等により、県民、県民活動団体、事業者等の取組を促進
・パワーアップセミナーの実施
・高校生・大学生等を対象とした男性の家事・育児参画に
関する啓発動画コンテストの実施
・家事ハウツー集（第２弾）の作成
・男女共同参画推進事業者認証事業

○ ○ ○
男女共同
参画課

女性の活躍推進強化事
業

事業者、大学、市町、関係団体等と連携した啓発活動や情
報発信により、女性の活躍を促進
・「やまぐち女性活躍応援団」地域シンポジウムの開催によ
る取組の普及・拡大
・「女性管理職アドバイザー」（県認定）の派遣等による女性
管理職等への相談支援
・女性の活躍推進事業者宣言制度
・女性活躍推進知事表彰
・拠点施設の交流機能強化
・ＳＮＳによる女性活躍等に関する情報発信

○ ○ ○
男女共同
参画課

配偶者暴力等(ＤＶ)対
策事業

普及啓発や被害者支援(相談・保護・自立支援）を市町、関
係機関、民間団体等と連携して実施
・配偶者暴力相談支援連絡協議会の開催
・配偶者暴力被害者の一時保護委託
・関係者研修
・民間シェルターへの補助

○ ○ ○
男女共同
参画課

つながりサポート事業

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、経済困窮や人
間関係、孤独・孤立など、様々な困難や不安を抱える女性
が社会とのつながりを回復できるよう、ＮＰＯの知見やノウハ
ウを活用し、女性に寄り添ったきめ細かな支援を実施
・ＳＮＳや電話等による相談
・アウトリーチ型支援
・生理用品配布会

○
男女共同
参画課

ぶちエコやまぐちCO2
削減加速化事業

地球温暖化対策の一層の加速化を図るため、「ぶちエコや
まぐち」を合言葉に、県民や事業者の行動変容を促進する
プロジェクトを展開する。

○ ○ ○
環境政策
課

セミナーパーク管理運
営等事業（環境学習関
連事業）

環境学習推進センターを拠点施設として、環境活動団体
や環境学習関係施設、企業等と連携を図り、環境学習講
座の開催や指導者の派遣育成等により、全県的な環境学
習を推進

※指定管理
料に含む

○ ○ ○
環境政策
課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

食の安心・安全充実強
化事業

＜HACCPの適切な運用促進＞
・令和３年６月から義務化されたHACCPに沿った衛生管理
が適切に運用されるよう、研修教材の公開やセミナーを開
催することにより、食品等事業者などの取組を支援
＜生産者・事業者、消費者等の協働による取組の推進や、
地域における活動の中核を担う消費者リーダーの育成＞
・食の安心・安全推進協議会の運営
・食の安心コミュニティ活動
・食の安心モニター制度
・食品表示等に関する専門的知識を有する消費者の育成

○ ○ ○
生活衛生
課

動物愛護管理推進事業

社会変革の動きに対応したオンライン譲渡会や同行避難
訓練等の実施により、県民が安心して暮らし続けることので
きる基盤づくりを推進
・県が譲渡する犬猫へのマイクロチップ装着による普及促
進
・オンライン譲渡会やe-ラーニング方式による講習会の実
施
・「地域の猫との正しい付き合い方」啓発キャンペーンの実
施
・ペットとの同行避難訓練の実施
・学識経験者、行政機関、獣医師会、動物愛護団体等の多
様な関係主体が参画する協議会の開催

○ ○ ○
生活衛生
課

やまぐち海洋ごみアク
ションプラン推進事業

海岸漂着物の回収・処理や発生抑制対策につながる取組
を推進
・住民ボランティアや民間団体等による清掃活動等の支援
・発生抑制に向けた普及啓発

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

ぶちエコやまぐち３Ｒ
推進事業

循環型社会の形成を図るため、食品ロスやプラスチックご
みなどの廃棄物について、県民総参加による３Ｒの取組を
推進
・食品ロス削減に向けた県民運動の活性化
・事業者が未利用食品をフードバンク等へ寄贈する際の配
送モデルを実証
・プラスチックごみをテーマとした「写真」等を募集するコン
テストを実施

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

きらら浜自然観察公園
管理運営事業

野鳥を中心とする多様な生態系を保全するとともに、野鳥
観察、自然観察等による自然保護について、県民の理解
を深めるための運営を行い、自然環境学習を推進

○ ○ ○
自然保護
課

生物多様性保全対策推
進事業（支援員育成業
務）

希少野生動植物種保護支援員の養成を図るための研修会
の実施及び情報誌の発行

○ ○ ○
自然保護
課
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事業名 事　業　内　容
予算額
（千円）

基本方針
所管課

食の安心・安全充実強
化事業

＜HACCPの適切な運用促進＞
・令和３年６月から義務化されたHACCPに沿った衛生管理
が適切に運用されるよう、研修教材の公開やセミナーを開
催することにより、食品等事業者などの取組を支援
＜生産者・事業者、消費者等の協働による取組の推進や、
地域における活動の中核を担う消費者リーダーの育成＞
・食の安心・安全推進協議会の運営
・食の安心コミュニティ活動
・食の安心モニター制度
・食品表示等に関する専門的知識を有する消費者の育成

○ ○ ○
生活衛生
課

動物愛護管理推進事業

社会変革の動きに対応したオンライン譲渡会や同行避難
訓練等の実施により、県民が安心して暮らし続けることので
きる基盤づくりを推進
・県が譲渡する犬猫へのマイクロチップ装着による普及促
進
・オンライン譲渡会やe-ラーニング方式による講習会の実
施
・「地域の猫との正しい付き合い方」啓発キャンペーンの実
施
・ペットとの同行避難訓練の実施
・学識経験者、行政機関、獣医師会、動物愛護団体等の多
様な関係主体が参画する協議会の開催

○ ○ ○
生活衛生
課

やまぐち海洋ごみアク
ションプラン推進事業

海岸漂着物の回収・処理や発生抑制対策につながる取組
を推進
・住民ボランティアや民間団体等による清掃活動等の支援
・発生抑制に向けた普及啓発

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

ぶちエコやまぐち３Ｒ
推進事業

循環型社会の形成を図るため、食品ロスやプラスチックご
みなどの廃棄物について、県民総参加による３Ｒの取組を
推進
・食品ロス削減に向けた県民運動の活性化
・事業者が未利用食品をフードバンク等へ寄贈する際の配
送モデルを実証
・プラスチックごみをテーマとした「写真」等を募集するコン
テストを実施

○ ○ ○
廃棄物・
リサイク
ル対策課

きらら浜自然観察公園
管理運営事業

野鳥を中心とする多様な生態系を保全するとともに、野鳥
観察、自然観察等による自然保護について、県民の理解
を深めるための運営を行い、自然環境学習を推進

○ ○ ○
自然保護
課

生物多様性保全対策推
進事業（支援員育成業
務）

希少野生動植物種保護支援員の養成を図るための研修会
の実施及び情報誌の発行

○ ○ ○
自然保護
課

第３部　令和４年度県民活動関連施策の計画

事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

地域共生社会推進事業
地域住民等が互いに見守り支え合い、年齢や性別、障害
の有無等に関わりなく、誰もが安心していきいきと暮らして
いける地域共生社会の実現に向けた取組を推進

○ ○ ○ 厚政課

血液対策事業
・献血思想の普及及び献血の推進
・若年者に対する献血の普及啓発
・成分献血の普及啓発

○ ○ 薬務課

「ＮＯ ドラッグ！」
推進事業

覚醒剤・大麻等の薬物乱用を防止するための対策を実施
・覚醒剤等薬物乱用防止のための普及啓発
・小中高等学校における薬物乱用防止教室の充実・強化

○ ○ 薬務課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（生涯
現役サポート事業）

生涯現役社会づくりに関する情報発信、普及啓発、人材育
成等を総合的に推進

○ ○ ○
長寿社会
課

いきいき高齢者地域活
動支援事業（在宅老人
福祉対策費）

老人クラブ助成事業を行う市町に対する支援 ○ ○ ○
長寿社会
課

いきいき高齢者地域活
動支援事業（老人クラ
ブ等活動推進員設置事
業）

活動推進員による単位老人クラブの育成指導、市町老人ク
ラブ連合会活動の指導

○ ○ ○
長寿社会
課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（県版
「ねんりんピック」開
催事業）

県健康福祉祭を「県版ねんりんピック」として内容を充実し
て開催し、高齢者の社会参加を促進

○ ○ ○
長寿社会
課

シニア活躍！ねんりん
パワー応援事業（地域
で活躍！シニア社会貢
献活動推進事業）

老人クラブの先進的な活動をモデル指定し、地域における
シニアの社会貢献活動や世代間交流を促進

○ ○ ○
長寿社会
課

地域支援担い手育成加
速化事業

高齢者が生活支援サービス等の担い手として活躍できるよ
う、各市町と老人クラブの活動をマッチングし、その普及・
拡大を図る。

○ ○ ○
長寿社会
課

障害者スポーツ競技人
口拡大事業

障害者スポーツ指導者・ボランティア等の養成研修の実施 ○ ○ ○
障害者支
援課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

みんなで子育て応援推
進事業

「やまぐち子育て連盟」を中心とした県民総参加による子育
て県民運動を推進
・子育てサークル表彰の実施
・育児を楽しもう！～パパのアトリエ～の実施

○ ○ ○
こども政
策課

やまぐち子ども・子育
て応援ファンド

「やまぐち子ども・子育て応援ファンド」を活用し、子育て支
援や子どもの貧困対策等の活動を支援
【通常枠】
・助成団体　ＮＰＯ法人やボランティア団体　等
・助成金額　１０万円以内/団体
・助成件数　３５団体程度
【子ども食堂特別枠】
・開設事業　２０万円/カ所（３０カ所程度）
・スキルアップ事業　３０万円/１団体（１団体）
・新しい生活様式対応事業　1０万円/カ所（50カ所程度）
・地域連携促進事業　1０万円/カ所（20カ所程度）
【子ども夢応援特別枠】
・対象要件　　年度末までに18歳に達する者
　　　　　　　　 　(所得及び成績要件有)
・対象経費　大学等の受験料実費
・補助額　３万５千円以内／人

○ ○ ○
こども政
策課

シニアも応援！子育て
サポーター事業

高齢者や子育て経験者等を「子育てサポーター」として登
録し、保育所や地域の子育て支援活動における活用を促
進

○ ○
こども政
策課

未来を描く！学校内子
育てひろば推進事業

コミュニティ・スクールの取組と連携し、学校の余裕教室等
において、乳幼児親子と生徒が集う「子育てひろば」の開
設を支援

○ ○ ○
こども政
策課

やまぐち子ども・子育て
応援コンソーシアム事業

企業や子育て支援団体等による「子ども・子育て応援コン
ソーシアム」により、優良事例の横展開や新たな取組の検
討を通じて、「社会全体での子ども・子育て応援」を推進
・コンソーシアム会合の実施
・有識者による講演
・優良事例の情報発信

○ ○ ○
こども政
策課

青少年育成県民運動事
業

青少年が健やかに育つ環境づくりを進めるため、社会全体
で取り組む県民運動を推進
・優良青少年等の表彰
・山口県青少年育成県民会議への補助

○ ○ ○
こども家
庭課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

地域若者サポートス
テーション機能強化事
業

一定期間無業の状態にある者（ニート）に対する支援を行う
「地域若者サポートステーション」において、専門家によるき
め細かな相談支援を実施
・心理カウンセリングの実施
・コミュニケーションセミナーの実施

○
労働政策
課

山口県国際交流協会育
成事業

県民の国際活動を促進するための中核組織である協会の
活動を支援し、本県の国際化を推進

○ ○ ○ 国際課

地域日本語教育推進事
業

外国人住民が、生活に必要となる基礎的な日本語でのコ
ミュニケーションを学習できる地域日本語教育の環境整備
を実施
・日本語教室の設立支援
・日本語教育人材養成講座等の開催
・「やさしい日本語」講座の開催
・地域日本語教育推進に向けた（市町の）取組への補助

○ ○ ○ 国際課

若者が活躍する競技ス
ポーツ推進事業

中・長期的な競技力の向上を目指し、競技団体の活動と競
技力向上を担う人材の育成を支援

○ ○
スポーツ
推進課

スポーツを通じた地域
活力の創出事業

県民誰もが、生涯にわたり、気軽にスポーツに親しみ、活力
ある生活を送ることができるよう、生涯スポーツ支援体制の
整備やスポーツ指導者の育成等によるスポーツ環境基盤
の強化を図るとともに、トップスポーツクラブを活用したス
ポーツの魅力発信や、市町が総合型地域スポーツクラブと
連携して行うスポーツイベントへの支援による地域づくりの
推進等に取り組む。

○ ○
スポーツ
推進課

地域文化づくり推進事
業

・中四国文化の集いへの派遣（旅費補助）
・国民文化祭への派遣（旅費補助）

○
文化振興
課

県指定文化財等保存活
用事業

県指定無形民俗文化財等の公開支援、保存と後継者育成
のための保存会への助成

○
文化振興
課

文化財保護管理事業費
県指定文化財の愛護・普及を図るために、文化財愛護教
室の開催等に要する経費を補助

○
文化振興
課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

農山漁村女性活動促進
対策事業

「第３次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」の
実現を加速するため、地域の主要な担い手である農山漁
村女性が、その持てる能力を発揮し、主体的に参画できる
環境や体制の整備を推進

○ ○ ○
農林水産
政策課

新規林業就業者定着促
進事業（うち、地域林
業担い手支援対策）

林業後継者育成対策事業
・学生を対象とした林業体験の実施

○ ○ ○
森林企画
課

漁業生産増大推進事業
（藻場干潟域の再生保
全部分）

水産業・漁村の持つ水産多面的機能の発揮を図るため、
漁業者が主体となり、地域住民と協働して行う機能発揮に
向けた取組を支援

○ ○ ○
水産振興
課

きらめき道路サポート
事業

道路の草刈りを県民活動団体に委託 ○ ○ ○
道路整備
課

道路愛護ボランティア
支援事業

県管理の国道又は県道において、花壇の管理や歩道の清
掃のボランティア活動を希望する個人や団体に活動の場
所や資材を提供

○ ○ ○
道路整備
課

ゆめの未来公園づくり
推進事業

山口ゆめ花博に参画した民間事業者等による公園の魅力
（一般来場者にとっての魅力、民間事業用地としての魅力）
を発信する取組を支援
・「山口きらら博記念公園活性化協議会」の活動支援
・「ゆめ花マルシェ」の開催支援
・県内の他の地域への展開に向け、セミナー・勉強会の開
催

○ ○ ○
都市計画
課

土砂災害防止施設点検
事業

砂防ボランティアと県との協働により、土砂災害防止施設の
巡視点検や、要配慮者利用施設への防災出前講座を実
施

○ ○ 砂防課

河川環境美化推進事業
ボランティア団体等による河川環境美化活動（清掃活動）
等に対する支援

○ ○ ○ 河川課

港湾環境整備事業
航行船舶の安全及び港内の美化、公衆衛生の向上等を図
るため、港内や周辺の水面において漂流物や汚物等の除
去等を実施

○ ○ ○ 港湾課
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事業名 事　業　内　容
予算額
（千円）

基本方針
所管課

農山漁村女性活動促進
対策事業

「第３次山口県農山漁村女性に関する中長期ビジョン」の
実現を加速するため、地域の主要な担い手である農山漁
村女性が、その持てる能力を発揮し、主体的に参画できる
環境や体制の整備を推進

○ ○ ○
農林水産
政策課

新規林業就業者定着促
進事業（うち、地域林
業担い手支援対策）

林業後継者育成対策事業
・学生を対象とした林業体験の実施

○ ○ ○
森林企画
課

漁業生産増大推進事業
（藻場干潟域の再生保
全部分）

水産業・漁村の持つ水産多面的機能の発揮を図るため、
漁業者が主体となり、地域住民と協働して行う機能発揮に
向けた取組を支援

○ ○ ○
水産振興
課

きらめき道路サポート
事業

道路の草刈りを県民活動団体に委託 ○ ○ ○
道路整備
課

道路愛護ボランティア
支援事業

県管理の国道又は県道において、花壇の管理や歩道の清
掃のボランティア活動を希望する個人や団体に活動の場
所や資材を提供

○ ○ ○
道路整備
課

ゆめの未来公園づくり
推進事業

山口ゆめ花博に参画した民間事業者等による公園の魅力
（一般来場者にとっての魅力、民間事業用地としての魅力）
を発信する取組を支援
・「山口きらら博記念公園活性化協議会」の活動支援
・「ゆめ花マルシェ」の開催支援
・県内の他の地域への展開に向け、セミナー・勉強会の開
催

○ ○ ○
都市計画
課

土砂災害防止施設点検
事業

砂防ボランティアと県との協働により、土砂災害防止施設の
巡視点検や、要配慮者利用施設への防災出前講座を実
施

○ ○ 砂防課

河川環境美化推進事業
ボランティア団体等による河川環境美化活動（清掃活動）
等に対する支援

○ ○ ○ 河川課

港湾環境整備事業
航行船舶の安全及び港内の美化、公衆衛生の向上等を図
るため、港内や周辺の水面において漂流物や汚物等の除
去等を実施

○ ○ ○ 港湾課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

空き家利活用等推進事
業

空き家の利活用や適正管理の推進に加え、空き家の発生
を抑制するため、「建物状況調査（インスペクション）」及び
「既存住宅売買瑕疵保険」の活用促進を図るなど、空き家
対策の充実強化を推進

○ ○ ○ 住宅課

図書館管理運営費

子どもと本をつなぐ人材の育成と学校等への支援として、
「図書館と出会う読書活動ライぶらり」の推進、「子どもと本
をつなぐためのスキルアップ講座」「幼稚園・保育所等関係
者研修会」「学校図書館セミナー」「出前こどもとしょかん」を
行う。

○ ○ ○
地域連携
教育推進
課

図書館管理運営費
県内大学図書館・市町図書館とのネットワーク化や家庭か
ら蔵書検索・予約申込等が行えるように、図書館ネットワー
クシステムを運用

○ ○
学校運
営・施設
整備室

生涯学習推進体制整備
事業

生涯学習情報提供システム（かがやきネット）を運用し、生
涯学習情報の提供や生涯学習講座の動画配信等を通じ
て、生涯学習に関する情報を提供

○ ○
地域連携
教育推進
課

地域教育力日本一推進
事業

学校等において、放課後等に地域の多様な人材を活用し
て実施する学習活動や体験活動などの教育活動に対する
補助

○ ○ ○
地域連携
教育推進
課

成人教育活動促進事業
社会教育関係団体の育成と自主的活動を促進するため、
主に成人を対象とした社会教育活動を行う団体に対する補
助

○ ○
地域連携
教育推進
課

犯罪被害者等支援委託
事業

犯罪被害者等に対して、電話、面接等相談や病院付添等
の直接支援を行うとともに、県民に対し、犯罪被害者等の
支援に係る理解の増進と配慮・協力の確保のため、広報・
啓発業務を実施

○ ○ ○
警察県民
課

うそ電話詐欺未然防止
推進事業

高齢者等に対する注意喚起や防犯団体と連携した戸別訪
問指導の実施などにより、手口が変化するうそ電話詐欺
（特殊詐欺）被害の未然防止とさらなる防犯力強化を図るこ
とを目的とした複合的な対策を推進

○ ○
生活安全
企画課

子供の犯罪被害防止対
策事業

下校時間帯を中心に多発傾向にある子供に対する声か
け・つきまとい事案の防止のため、子供の見守り体制を強
化するとともに、当該事案発生時の通報促進を推進

○ ○
生活安全
企画課
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事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
所管課

ICT機器を活用した少
年の被害防止対策等推
進事業

子供の被害の事件・事故が後を絶たない中、子供自身の
自主防犯意識、交通安全意識を高めるため、ＶＲを活用し
た体験型の防犯、交通安全教室を実施

○ ○ 少年課

交通安全県やまぐち推
進事業

交通事故総量の減少や交通死亡事故ゼロをめざし、各種
交通事故防止対策を実施

○ ○ ○
交通企画
課

不法入国・テロ防止対
策

民間ボランティア団体「沿岸警備協力会」との官民一体と
なった沿岸犯罪抑止対策を推進するとともに、テロ対策
パートナーシップの枠組みを利用したテロ対策の強化
爆発物原料販売事業者やホテル・旅館業者等民間事業者
等と連携したテロ未然防止対策の推進
外国人実習生・留学生に対する安全教室の開催等、正規
滞在者の多文化共生対策を推進

○ ○ 外事課
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２　山口きらめき財団事業（県民活動推進に係る事業）

きらめき活動助成事業
地域住民が主体的に取り組む県民活動を３つの
助成プログラムにより支援

○ ○ ○

ボランティア活動振興事業
県民活動の柱であるボランティア活動の促進を図
るため、山口県社会福祉協議会及び山口県青少
年育成県民会議が実施する事業を支援

○ ○

講師・アドバイザー派遣事
業

県民活動団体が開催する研修会などに講師やア
ドバイザーを派遣

○ ○

「県民活動促進期間」推進
事業

県民活動への理解と参加促進を図るため、県が
定める「県民活動促進期間」を中心に重点的な取
組を展開

○ ○ ○

情報発信事業
ホームページや広報紙、リーフレット等により、広
く県民に対し、県民活動、男女共同参画及び文
化芸術活動の意識啓発や情報提供を図る

○ ○

県民活動団体人材確保モデ
ル事業

活動が顕著でありながら、会員不足や高齢化等
により活動の継続が懸念される団体を支援し、事
業成果を他団体に還元

○ ○

表彰事業 県民活動の振興に寄与した団体を表彰 ○ ○

きらめきファンド運営事業
寄附文化への理解を促進し、寄附を原資とした
ファンドを造成

○ ○

事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
備　考
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３　県民活動支援センター事業（指定管理料による事業）

ホームページによる情報提供
ホームページにより、県民活動団体のイベント、
助成金、情報他、企業の社会貢献活動等の情報
を広く発信

－ ○

メールマガジンの発信
イベント、助成金、支援センターの情報等を希望
者に発信

－ ○

やまぐち社会貢献活動支援
ネットの運営

やまぐち社会貢献活動支援ネットにおいて、ボラ
ンティア参加希望者とボランティア募集団体等の
情報を掲載

－ ○ ○

センターにおける相談・助言
ＮＰＯ法人の設立申請や定款変更、県民活動団
体の運営等に関する相談、助言

－ ○ ○

専門家を招いての相談対応
やまぐちソーシャルビジネスサポートネットワーク
の構成団体から専門家を招き、定例的な相談会
を実施

－ ○ ○

県民活動ベースアップ研修
税務、会計、広報など、組織の基盤強化等に役
立つスキルを身につけられる研修会を開催

－ ○

スキルアップ講座
主に市町の活動支援センター職員を対象に、県
民活動に関する相談に対応する能力を向上させ
る講座を開催

－ ○ ○

県民活動の課題解決セミナー
県民活動の発展や組織の持続性向上等を図る
上で課題となるテーマを取り上げるセミナーを開
催

－ ○

コミュニティ学習会
持続可能なコミュニティのための仕組づくりや、
実践的な地域づくりの取組等について学べる学
習会等を開催

－ ○ ○

県民活動ネットワーク会議
市町の活動支援センター、県・市町職員、財団
等による県民活動の支援や推進についての意
見・情報交換会を開催

－ ○ ○ ○

災害支援のNPOネットワーク
社会福祉協議会とも連携し、災害時の支援や減
災・防災の取組み等をテーマとしてNPO等が集う
情報交換会等を開催

－ ○ ○ ○

県民活動に関する研究調査
県民活動の実態に関する情報収集や調査・分析
を行い、活動支援のための材料となるデータ作
成等を実施

－ ○

次世代（若者）へのアプロー
チ

県内の大学や高校と連携を図りつつ、多様な機
会を通じて若年層にアプローチし、県民活動の
現状や意義についての講座やセンターのＰＲ等
を実施

－ ○

備　考事業名 事　業　内　容
予算額

（千円）

基本方針
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第４部 市町における取組

１ 市町における取組の概要

地域における県民活動を活発化していくためには、地域住民や県民活動団体にとって

最も身近な自治体である市町の役割が大変重要である。令和４年４月１日現在、県内の

市町では、県民（市民）活動を促進するための条例を７市町が制定しているほか、具体的

な取組を推進していくための計画・方針等を１１市町が策定している。

また、県民（市民）活動を支援するための措置として、県民活動団体が市町の公共施設

等を利用する場合の使用料の減免制度が１４市町、ＮＰＯ法人に対する法人市民税の減免

措置が１６市町、認定ＮＰＯ法人に対する個人市民税の寄附金控除が全市町で それぞれ

設けられるとともに、職員のボランティア休暇制度も全ての市町で実施されるなど、県民

（市民）活動を促進するための環境整備が進んでいる。

さらに、多くの市町で、コミュニティ団体やボランティア団体、ＮＰＯ法人等との協働

により地域の特色を活かした協働のまちづくりに向けた取組が進められており、その実施

形態としては、県民活動団体への施設管理や事業実施の委託、補助事業、イベントでの

共催等が多くを占めている。

１ 市町別の活動状況

下関市

総合窓口：まちづくり政策課

〒 下関市南部町

活動の概況・取組方針

平成１７年に「下関市市民協働参画条例」を施行し、条例に基づき、平成１８年に

「下関市市民活動促進基本計画」を策定した。平成２３年に第２次計画を、平成２８年

に第３次計画を、そして令和３年２月には「第４次下関市市民活動促進基本計画」を

策定した。第４次計画では「であう つながる ひろがる あなたの協働参画」を

スローガンに、幅広い市民活動への参加と協働への理解促進、市民活動を展開する環境

づくり、市民と市民のパートナーシップの発展を基本方針に定め、市民活動促進に係る

取組を進めていく。

主な県民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１１７事業

協働事例：しもまちスタンプラリー２０２１（事業協力）

⇒ 地域資源の発信、交流人口の増加による地域活性化を促進するため、「しも

まちアプリ」を使い、まちづくり協議会によるデジタルスタンプラリーを開催

【令年４年度（計画）】：１２３事業

しものせき市民活動センター管理運営業務の一環としてボランティア登録制度を

スタートし、ボランティアの参加を望む団体と参加したい市民とをマッチングさせる
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１ 市町における取組の概要

地域における県民活動を活発化していくためには、地域住民や県民活動団体にとって

最も身近な自治体である市町の役割が大変重要である。令和４年４月１日現在、県内の

市町では、県民（市民）活動を促進するための条例を７市町が制定しているほか、具体的

な取組を推進していくための計画・方針等を１１市町が策定している。

また、県民（市民）活動を支援するための措置として、県民活動団体が市町の公共施設

等を利用する場合の使用料の減免制度が１４市町、ＮＰＯ法人に対する法人市民税の減免

措置が１６市町、認定ＮＰＯ法人に対する個人市民税の寄附金控除が全市町で それぞれ

設けられるとともに、職員のボランティア休暇制度も全ての市町で実施されるなど、県民

（市民）活動を促進するための環境整備が進んでいる。

さらに、多くの市町で、コミュニティ団体やボランティア団体、ＮＰＯ法人等との協働

により地域の特色を活かした協働のまちづくりに向けた取組が進められており、その実施

形態としては、県民活動団体への施設管理や事業実施の委託、補助事業、イベントでの

共催等が多くを占めている。

１ 市町別の活動状況

下関市

総合窓口：まちづくり政策課

〒 下関市南部町

活動の概況・取組方針

平成１７年に「下関市市民協働参画条例」を施行し、条例に基づき、平成１８年に

「下関市市民活動促進基本計画」を策定した。平成２３年に第２次計画を、平成２８年

に第３次計画を、そして令和３年２月には「第４次下関市市民活動促進基本計画」を

策定した。第４次計画では「であう つながる ひろがる あなたの協働参画」を

スローガンに、幅広い市民活動への参加と協働への理解促進、市民活動を展開する環境

づくり、市民と市民のパートナーシップの発展を基本方針に定め、市民活動促進に係る

取組を進めていく。

主な県民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１１７事業

協働事例：しもまちスタンプラリー２０２１（事業協力）

⇒ 地域資源の発信、交流人口の増加による地域活性化を促進するため、「しも

まちアプリ」を使い、まちづくり協議会によるデジタルスタンプラリーを開催

【令年４年度（計画）】：１２３事業

しものせき市民活動センター管理運営業務の一環としてボランティア登録制度を

スタートし、ボランティアの参加を望む団体と参加したい市民とをマッチングさせる

第４部 市町における取組

宇部市

総合窓口：市民活動課

〒 宇部市常盤町一丁目 番 号

活動の概況・取組方針

従来から、地域コミュニティ活動やボランティア活動等の市民活動が活発に行われ、

市民、行政、企業、大学等が協力・連携を図りながら、様々な地域の課題解決に取り

組んでいる。

また、市民活動の推進及び協働のまちづくりに向けた総合的・計画的な取組を図る

ため、「宇部市市民活動推進基本方針」（平成１６年９月策定）、「宇部市協働のまち

づくり条例」（平成１９年４月施行）に基づき、市民等と一体となったまちづくりの

推進に努めている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：７３事業

協働事例：子育て世代包括支援センター運営等支援業務（協働型委託）

⇒ 子育て世代包括支援センターにおける相談対応及び指導、妊産婦及び乳幼児等

の実態把握など

【令和４年度（計画）】：１０７事業

こどもすくすくプラザプレイルームの運営、小・中学校で学習の見守りや読み

聞かせ等を行うボランティアの募集など

山口市

総合窓口：協働推進課

〒 山口市亀山町

活動の概況・取組方針

「山口市協働のまちづくり条例」（平成２１年４月施行）の理念である「市民の参加

と協働によるまちづくり」を着実に推進するため、その具体的な取組計画を定めた

「第二次山口市協働推進プラン」を平成３０年３月に策定し、市民活動支援センターを

中心とした市民活動団体の育成と支援の強化に努めている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１４９事業

協働事例：高齢者等交流施設運営事業（協働型委託）

⇒ 商店街を訪れる高齢者等が気軽に休憩、交流できるサロンを設置し、福祉の

相談、福祉情報の提供を行った

【令和４年度（計画）】：１５１事業

「やまぐち路傍塾」のボランティアによる学校や地域での教育支援、日本語ボラン

ティア養成講座の開催、自主防災組織への資機材整備費の補助等を実施
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萩市

総合窓口：市民活動推進課

〒 萩市江向

活動の概況・取組方針

「市民との協働による元気なコミュニティづくり」を目指し、市民と行政が一体と

なった市民活動の推進に取り組む。活動の拠点として、活動の場の提供、市民活動団体

との連携、交流及び情報発信の支援を行うため市民活動センターを設置し、ＮＰＯ法人

「萩市民活動ねっと」と協働で運営している。

また、市民活動団体登録制度を設け、登録団体に対し各種情報提供を行うなど、活動

を支援し、市のＨＰで市民活動を支援するための各種助成制度を掲載している。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：２１事業

協働事例：萩博物館管理・運営委託事業（萩博物館）（協働型委託）

⇒ まちじゅう博物館の拠点施設である萩博物館の管理と運営、観光客等向けデータ

ベースの構築、情報発信などをＮＰＯ法人と協働実施

【令和４年度（計画）】：２０事業

萩市のリサイクル推進の拠点施設である「エコプラザ・萩」の管理と運営、市民

へのリサイクルの普及啓発事業をＮＰＯ法人と協働実施

防府市

総合窓口 地域振興課

〒 防府市寿町

活動の概況・取組方針

地域協働支援センター等における総合的な市民活動支援を継続するとともに、各所属

に配置した協働推進員を中心に協働に関する情報共有を行った。また、市民または行政

が課題解決のため事業を提案し、協働して取り組む協働事業提案制度の運用を開始し、

令和３年度は１件の事業を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大を原因として

中止となった。引き続き、市民と行政との協働によるまちづくりを推進していく。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：８２事業

協働事例：ファミリーサポートセンター管理運営事業（協働型委託）

⇒ 子育ての援助を受けたい人と行いたい人が会員になり、子どもの世話を援助し

あう組織において会員同士の橋渡し役となるほか、会員同士の交流の場をもつな

どの子育て支援を実施

【令和４年度（計画）】：８２事業

防府市地域協働支援センターの管理運営をＮＰＯ法人に委託するほか、市内の交通

安全と防犯上必要な防犯灯を普及させるため、自治会等に設置費用の一部を補助
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第４部 市町における取組

萩市

総合窓口：市民活動推進課

〒 萩市江向

活動の概況・取組方針

「市民との協働による元気なコミュニティづくり」を目指し、市民と行政が一体と

なった市民活動の推進に取り組む。活動の拠点として、活動の場の提供、市民活動団体

との連携、交流及び情報発信の支援を行うため市民活動センターを設置し、ＮＰＯ法人

「萩市民活動ねっと」と協働で運営している。

また、市民活動団体登録制度を設け、登録団体に対し各種情報提供を行うなど、活動

を支援し、市のＨＰで市民活動を支援するための各種助成制度を掲載している。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：２１事業

協働事例：萩博物館管理・運営委託事業（萩博物館）（協働型委託）

⇒ まちじゅう博物館の拠点施設である萩博物館の管理と運営、観光客等向けデータ

ベースの構築、情報発信などをＮＰＯ法人と協働実施

【令和４年度（計画）】：２０事業

萩市のリサイクル推進の拠点施設である「エコプラザ・萩」の管理と運営、市民

へのリサイクルの普及啓発事業をＮＰＯ法人と協働実施

防府市

総合窓口 地域振興課

〒 防府市寿町

活動の概況・取組方針

地域協働支援センター等における総合的な市民活動支援を継続するとともに、各所属

に配置した協働推進員を中心に協働に関する情報共有を行った。また、市民または行政

が課題解決のため事業を提案し、協働して取り組む協働事業提案制度の運用を開始し、

令和３年度は１件の事業を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大を原因として

中止となった。引き続き、市民と行政との協働によるまちづくりを推進していく。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：８２事業

協働事例：ファミリーサポートセンター管理運営事業（協働型委託）

⇒ 子育ての援助を受けたい人と行いたい人が会員になり、子どもの世話を援助し

あう組織において会員同士の橋渡し役となるほか、会員同士の交流の場をもつな

どの子育て支援を実施

【令和４年度（計画）】：８２事業

防府市地域協働支援センターの管理運営をＮＰＯ法人に委託するほか、市内の交通

安全と防犯上必要な防犯灯を普及させるため、自治会等に設置費用の一部を補助

第４部 市町における取組

下松市

総合窓口 地域政策課

〒 下松市大手町 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動団体についてホームページで紹介し、これから市民活動を始めようとする

市民のきっかけづくりを行うとともに、市民活動団体の組織強化並びに団体間の連携

及び情報交流の促進を図っている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３事業

協働事例：東陽コミュニティーセンター指定管理事業（協働型委託）

⇒ 東陽コミュニティーセンターの運営、施設管理を地縁組織に委託

【令和４年度（計画）】：３事業

東陽コミュニティーセンターの運営、施設管理を委託するほか、地域コミュニティ

が行う集会所の新築、買取り、修理・改造及び賃借に要する経費の一部を助成

岩国市

総合窓口 市民協働推進課

〒 岩国市今津町 丁目

活動の概況・取組方針

平成２８年度に「岩国市協働のまちづくり促進計画」を策定し、基本目的の「市民一

人ひとりが地域社会の一員であることを自覚し住み良い岩国市（まち）にしていくため

の協働のまちづくり」の達成に向けた取組を進めている。

また「いわくに市民活動支援センター」は市民活動の拠点として、相談業務や交流の場

の提供、情報発信など市民活動の支援に取り組んでいる。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：２７事業

協働事例：市民活動団体パネル展（事業協力）

⇒ 市と市民活動団体が協働して市内の各会場で登録団体のパネル展示を行い、団

体の活動紹介を行うイベントを開催（昨年度は２会場で展示し、 団体が参加）

【令和４年度（計画）】：４０事業

市民活動支援センターの管理運営をＮＰＯ法人に委託するほか、市民活動の活性化

と市民活動団体の発掘及び育成を目的に市民活動団体が実施する事業に対し、その

経費の一部を助成
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第４部 市町における取組

光市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 光市島田 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動推進の拠点である地域づくり支援センターを中心に、市内の市民活動団体等

で構成する「ひかり市民活動ネットワーク」と連携を図りながら、市民活動団体等の

連携強化や交流、さらには、地域づくり推進のための市民講座を開催するなどの環境

整備を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：２９事業

協働事例：環境美化ボランティア・サポート事業（事業協力）

⇒ 市民に身近な道路や公園、海岸などの公共の場所の美化及び清掃について、

市民と行政が連携・協働して実施（ごみ袋、軍手、ガンザキ等清掃用具を支給）

【令和４年度（計画）】：２９事業

地域づくり市民講座を年４回程度実施するほか、市民活活動中の事故等を補償する

ことで活動の促進等を図る「市民活動補償制度」による取組を実施

長門市

総合窓口 市民活動推進課

〒 長門市東深川

活動の概況・取組方針

「長門市みんなで進める市民協働によるまちづくり条例」に基づき、市内各地域で地

域づくり協議会（仮称）の設置を行い、地域課題の把握と課題解決に向けた独自の取り

組みを実施。市職員も支援員として積極的に参画し、市民協働事業として地域の特色を

生かしたまちづくり活動推進を図る。

また、７月に市内海岸の清掃活動、７月～８月には市内各地クリーンウォークが実施

され、毎年多くの市民の参加があるなど、社会貢献意識の高まりから、様々な分野で

市民活動団体が活躍しており、今後も団体の育成、活動の活性化を推進する。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３３事業

協働事例：福祉エリア支援員活動支援業務委託（協働型委託）

⇒ 福祉や健康事業の専門的な業務を担う「福祉エリア支援員」を配置し、高齢者

や子育て世代の声を集約することで、各世代に対応した健康づくりや保健事業を

各地域で推進できる体制を構築

【令和４年度（計画）】：３０事業

引き続き集落機能再生事業として、地域づくり協議会への補助事業や集落支援員の

配置を行う。また年度内に市民活動支援センターを設置予定
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第４部 市町における取組

光市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 光市島田 丁目

活動の概況・取組方針

市民活動推進の拠点である地域づくり支援センターを中心に、市内の市民活動団体等

で構成する「ひかり市民活動ネットワーク」と連携を図りながら、市民活動団体等の

連携強化や交流、さらには、地域づくり推進のための市民講座を開催するなどの環境

整備を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：２９事業

協働事例：環境美化ボランティア・サポート事業（事業協力）

⇒ 市民に身近な道路や公園、海岸などの公共の場所の美化及び清掃について、

市民と行政が連携・協働して実施（ごみ袋、軍手、ガンザキ等清掃用具を支給）

【令和４年度（計画）】：２９事業

地域づくり市民講座を年４回程度実施するほか、市民活活動中の事故等を補償する

ことで活動の促進等を図る「市民活動補償制度」による取組を実施

長門市

総合窓口 市民活動推進課

〒 長門市東深川

活動の概況・取組方針

「長門市みんなで進める市民協働によるまちづくり条例」に基づき、市内各地域で地

域づくり協議会（仮称）の設置を行い、地域課題の把握と課題解決に向けた独自の取り

組みを実施。市職員も支援員として積極的に参画し、市民協働事業として地域の特色を

生かしたまちづくり活動推進を図る。

また、７月に市内海岸の清掃活動、７月～８月には市内各地クリーンウォークが実施

され、毎年多くの市民の参加があるなど、社会貢献意識の高まりから、様々な分野で

市民活動団体が活躍しており、今後も団体の育成、活動の活性化を推進する。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３３事業

協働事例：福祉エリア支援員活動支援業務委託（協働型委託）

⇒ 福祉や健康事業の専門的な業務を担う「福祉エリア支援員」を配置し、高齢者

や子育て世代の声を集約することで、各世代に対応した健康づくりや保健事業を

各地域で推進できる体制を構築

【令和４年度（計画）】：３０事業

引き続き集落機能再生事業として、地域づくり協議会への補助事業や集落支援員の

配置を行う。また年度内に市民活動支援センターを設置予定

第４部 市町における取組

柳井市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 柳井市南町 丁目

（内線 ）

活動の概況・取組方針

市民活動団体による自主的な活動を支援するため、平成２４年１１月に「やない市民

活動センター」を設置し、情報の収集・提供や相談、活動の場、印刷機器等の提供、交

流促進等の事業を実施し、市民活動団体と協力して、地区コミュニティの維持と充実を

図る。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１６事業

協働事例：資源ごみ回収事業（協働型委託）

⇒ 自治会等の資源ごみ回収団体に、資源ごみの回収重量に応じて奨励金を交付す

ることにより生活環境の保全とごみの減量化、資源の有効活用を促進

【令和４年度（計画）】：１８事業

引き続き「資源ごみ回収事業」を実施するほか、健康を中心とした健康づくりの

普及啓発や推進のための活動に対する補助等を委託実施

美祢市

総合窓口 地域振興課

〒 美祢市大嶺町東分

活動の概況・取組方針

県民活動の根幹を担う地域コミュニティの活性化に取り組みながら、市民活動団体の

育成・支援、まちづくり活動への参加機会の創造、機運の高揚に努める。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１７事業

協働事例：赤郷コミュニティバス運行業務（協働型委託）

⇒ 住民主体のデマンド型送迎サービス、赤郷コミュニティバス「あかまるごう」

の運行を委託し、赤郷交流センターを拠点として、地域と行政の協働によるまち

づくりを実践

【令和４年度（計画）】：１７事業

「あかまるごう」の運行業務や「美祢市さわやかロード美化活動事業」を委託実施

するほか、地方文化の研究及び会誌の刊行、講演会、現地研究会等を支援
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第４部 市町における取組

周南市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 周南市岐山通

活動の概況・取組方針

コミュニティ活動については、概ね小学校区を範囲に、市内３１地区すべてに推進組

織があり、特色ある地域づくりが進められている。

また、「周南市地域づくり推進計画」に基づき、市民活動支援センターを中心に市民

活動に対する、情報発信、相談対応等の支援を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：５１事業

協働事例：コミュニティ推進事業（補助）

⇒ 団体が行うコミュニティ活動に要する経費の一部を補助（３１団体）

【令和４年度（計画）】：４６事業

引き続き、地域づくりを行う団体に対する補助や、一部市民センターの、地縁組織

による指定管理などを行う

山陽小野田市

総合窓口 市民活動推進課

〒 山陽小野田市日の出 丁目

活動の概況・取組方針

協創によるまちづくり推進指針（令和３年３月策定）に基づき、市民の自主的・主体

的な活動を促進し、まちづくりに関わる活動を支援する。

市民活動を促進するための情報提供を行うとともに、市民活動団体を対象とした研修

・交流会の開催等を検討する。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３４事業

協働事例：ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 市民の自主性、主体性を基本とした、住民参加による連帯意識の高揚を目指し

て行うふるさとづくりを市民運動として総合的に推進し、「山陽小野田市ふるさ

とづくり協議会」に補助金を交付

【令和４年度（計画）】：３４事業

引き続き、ふるさとづくり推進団体への補助を行うほか、「活力と笑顔あふれる

まち～スマイルシティ山陽小野田～」に共感する人々が「笑顔」をキーワードにつな

がるスマイルプランナー制度の周知を図り、情報の共有や連携した活動を実施
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第４部 市町における取組

周南市

総合窓口 地域づくり推進課

〒 周南市岐山通

活動の概況・取組方針

コミュニティ活動については、概ね小学校区を範囲に、市内３１地区すべてに推進組

織があり、特色ある地域づくりが進められている。

また、「周南市地域づくり推進計画」に基づき、市民活動支援センターを中心に市民

活動に対する、情報発信、相談対応等の支援を行っている。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：５１事業

協働事例：コミュニティ推進事業（補助）

⇒ 団体が行うコミュニティ活動に要する経費の一部を補助（３１団体）

【令和４年度（計画）】：４６事業

引き続き、地域づくりを行う団体に対する補助や、一部市民センターの、地縁組織

による指定管理などを行う

山陽小野田市

総合窓口 市民活動推進課

〒 山陽小野田市日の出 丁目

活動の概況・取組方針

協創によるまちづくり推進指針（令和３年３月策定）に基づき、市民の自主的・主体

的な活動を促進し、まちづくりに関わる活動を支援する。

市民活動を促進するための情報提供を行うとともに、市民活動団体を対象とした研修

・交流会の開催等を検討する。

主な市民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３４事業

協働事例：ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 市民の自主性、主体性を基本とした、住民参加による連帯意識の高揚を目指し

て行うふるさとづくりを市民運動として総合的に推進し、「山陽小野田市ふるさ

とづくり協議会」に補助金を交付

【令和４年度（計画）】：３４事業

引き続き、ふるさとづくり推進団体への補助を行うほか、「活力と笑顔あふれる

まち～スマイルシティ山陽小野田～」に共感する人々が「笑顔」をキーワードにつな

がるスマイルプランナー制度の周知を図り、情報の共有や連携した活動を実施

第４部 市町における取組

周防大島町

総合窓口 政策企画課

〒 大島郡周防大島町大字小松

活動の概況・取組方針

活力と魅力あふれる町づくりを推進するため、周防大島町を拠点に住民活動を行う団

体が、地域づくりのために行う「新たな個性や特性を育むネットワーク、システム形成

事業」「地域の個性や特性に磨きをかける人材育成事業、魅力発揮事業」「住民参画に

よる地域づくりの気運を育むイベント、ワークショップ等の開催事業」といった活動に

係る経費の一部を助成し、支援する。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１事業

協働事例：周防大島町地域づくり活動支援事業（補助）

⇒ 地域づくりを行う団体に対し、活動に係る経費の一部を助成

【令和４年度（計画）】：１事業

引き続き「周防大島町地域づくり活動支援事業」を実施

和木町

総合窓口 企画総務課

〒 玖珂郡和木町和木 丁目

活動の概況・取組方針

町への登録制度はないが、高齢者福祉、障害者福祉、環境、文化保存等の分野で約

３００名がボランティア活動を行っている。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：該当なし

【令和４年度（計画）】：該当なし
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第４部 市町における取組

上関町

総合窓口 企画財政課

〒 熊毛郡上関町大字長島

活動の概況・取組方針

豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、ふるさとづくり活動の推進やイベント事

業などを実施する、ふるさとづくり推進会議への助成を行っている。

また、スポーツボランティアや学校支援ボランティアなど、町内の団体や個人が登録

し、地域のスポーツイベント等への参加や学校との連携を図っている。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：４事業

協働事例：上関町ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 豊かさで活気あふれるふるさと創生を目指し、コミュニティづくりのためのイ

ベント等を開催

【令和４年度（計画）】：４事業

引き続き「上関町ふるさとづくり推進事業」を実施し、コミュニティづくりのため

のイベント等を開催するほか、「ふるさとチャレンジ」により、地元中学生に町内の

事業者などの職場体験を実施

田布施町

総合窓口 経済課

〒 熊毛郡田布施町大字下田布施

活動の概況・取組方針

自治会制度の導入に併せ町内の小学校区単位で連合自治会も設立され、地域での

コミュニティづくりや美しいまちづくり等の自主的な活動を推進している。

また、道路、公園、河川等の公共施設の清掃活動等に取り組む環境美化活動ボラン

ティアがあり、美しいまちづくりに貢献している。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３事業

協働事例：資源ごみ回収奨励事業（補助）

⇒ 自主的に資源ごみの回収活動を実施する団体に、資源ごみ回収奨励金を交付

【令和４年度（計画）】：３事業

引き続き「資源ごみ回収奨励事業」を実施
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第４部 市町における取組

上関町

総合窓口 企画財政課

〒 熊毛郡上関町大字長島

活動の概況・取組方針

豊かで活気あふれるふるさと創生を目指し、ふるさとづくり活動の推進やイベント事

業などを実施する、ふるさとづくり推進会議への助成を行っている。

また、スポーツボランティアや学校支援ボランティアなど、町内の団体や個人が登録

し、地域のスポーツイベント等への参加や学校との連携を図っている。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：４事業

協働事例：上関町ふるさとづくり推進事業（補助）

⇒ 豊かさで活気あふれるふるさと創生を目指し、コミュニティづくりのためのイ

ベント等を開催

【令和４年度（計画）】：４事業

引き続き「上関町ふるさとづくり推進事業」を実施し、コミュニティづくりのため

のイベント等を開催するほか、「ふるさとチャレンジ」により、地元中学生に町内の

事業者などの職場体験を実施

田布施町

総合窓口 経済課

〒 熊毛郡田布施町大字下田布施

活動の概況・取組方針

自治会制度の導入に併せ町内の小学校区単位で連合自治会も設立され、地域での

コミュニティづくりや美しいまちづくり等の自主的な活動を推進している。

また、道路、公園、河川等の公共施設の清掃活動等に取り組む環境美化活動ボラン

ティアがあり、美しいまちづくりに貢献している。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：３事業

協働事例：資源ごみ回収奨励事業（補助）

⇒ 自主的に資源ごみの回収活動を実施する団体に、資源ごみ回収奨励金を交付

【令和４年度（計画）】：３事業

引き続き「資源ごみ回収奨励事業」を実施

第４部 市町における取組

平生町

総合窓口 地域振興課

〒 熊毛郡平生町大字平生町

活動の概況・取組方針

平成２５年４月に「平生町参加と協働のまちづくり条例」を施行後、同条例の具現化

のために策定した「平生町協働推進プラン」に基づき、公民館単位のエリアで住民自治

組織である「コミュニティ協議会」の設立支援を進めた。平成２８年度に町内６地区す

べてにコミュニティ協議会が設立され、それぞれの地域が策定した地域づくり計画の実

現に向け活動を展開している。

また、その他ボランティア団体として、子どもたちへの紙芝居や絵本の読み聞かせ、

点字翻訳、防犯パトロール等の活動が行われている。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１事業

協働事例：赤子山登山道、展望所、山頂整備事業（協働型委託）

⇒ 地域住民の憩いの場として利用を図るため、赤子山周辺の３コミュニティ協議

会に委託して整備

【令和４年度（計画）】：１事業

引き続き「赤子山登山道、展望所、山頂整備事業」を実施

阿武町

総合窓口 まちづくり推進課

〒 阿武郡阿武町奈古

活動の概況・取組方針

自助、共助、公助の考えにより、自分たちの地域は自分で守ることを基本として地域

活動を実施している。

また現在、町内の地域福祉ボランティアとして３団体、２５９人が登録しており、

高齢者教室や環境美化、朗読録音、リフォーム、福祉の市、施設訪問など様々な取組を

実施している。

主な町民活動関連事業

【令和３年度（実績）】：１事業

協働事例：集落彩生交付金事業（補助）

⇒ 自治会等が行う良好な地域社会の維持発展に資する事業に補助金を交付

【令和４年度（計画）】：１事業

引き続き「集落彩生交付金事業」を実施
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第４部 市町における取組

２ 市町別の条例・計画、支援措置等の状況

市 町 名
条  例

（制定年月）
（施行年月）

計画等
（策定年月）

公共施設等使用
料の減免制度

ＮＰＯ法人に
対する法人
市町民税の

減免

認定ＮＰＯ
法人に対する
個人市町民税
の寄附金控除

ボランティア
休暇制度
（職員）

下 関 市
○

（H17.　2）
（H17.  2）

○
（R3.2改定）

△
（市民活動センター

登録団体のみ）
○ ○ ○

宇 部 市
○

（H19.　3）
（H19.  4）

○
（H16. 9）

○ ○ ○ ○

山 口 市
○

（H20.12）
（H21.  4）

○
（H30. 3改定）

○ ○ ○ ○

萩    市
△

（共催・後援団体
のみ）

○ ○ ○

防 府 市
○

（H24.　9）
（H25.  4）

○
（H15. 8）

○ ○ ○

下 松 市 ○ ○ ○

岩 国 市
○

（H28. 9）

△
（共催・後援団体

のみ）
○ ○ ○

光  　市
○

（H26.12）
○ ○ ○ ○

長 門 市
○

（H24.　7）
（H24.  7）

○
（H29.3）

○ ○ ○

柳 井 市
○

（H24. 9）
○ ○ ○ ○

美 祢 市
△

（社会教育団体
のみ）

○ ○ ○

周 南 市
○

（R2.3）
○ ○ ○ ○

山陽小野田市
○

（R3.3）

△
（共催・後援団体

など）
○ ○ ○

周防大島町 ○ ○ ○ ○

和 木 町 　 ○ ○

上 関 町 ○ ○ ○

田布施町
△

（共催団体等）
○ ○

平 生 町
○

（H24.12）
（H25.  4）

○
（H25.12）

○ ○ ○ ○

阿 武 町
○

（H26.12）
　 ○ ○ ○

計 ７市町 １１市町 １４市町 １６市町 １９市町 １９市町
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第４部 市町における取組

２ 市町における県民活動支援拠点の取組

１市町民活動支援センター

１１市町に設置され、市民活動に関する情報提供や相談業務、人材育成、交流会、

施設や機器の貸出等を行っており、地域の状況に応じた事業に取り組んでいる。

［市町民活動支援センター一覧］

所在市 センターの名称 設置年月 運営形態

下 関 市
しものせき市民活動センター

「ふくふくサポートフラップ」
年 月 公設民営

宇 部 市 宇部市民活動センター「青空」 年 月 民設民営

山 口 市 山口市市民活動支援センター「さぽらんて」 年 月 公設民営

萩 市 萩市市民活動センター「結」 年 月 公設民営

防 府 市 防府市市民活動支援センター 年 月 公設民営

岩 国 市 いわくに市民活動支援センター「サポネット・いわくに」 年 月 公設民営

光 市 光市地域づくり支援センター 年 月 公設公営

柳 井 市 やない市民活動センター 年 月 公設公営

周 南 市 周南市市民活動支援センター 年 月 公設公営

山陽小野田市 山陽小野田市市民活動支援センター 年 月 公設公営

阿 武 町 阿武町町民活動支援センター 年 月 公設公営

２市町のボランティアセンター（社会福祉協議会）

県内全市町に設立されている社会福祉法人であり、コミュニティに根ざした地域福祉

活動やボランティア活動の支援を行っている。

県内に支部も含めて５３の施設があり、主な事業として、普及啓発や交流促進、人材

育成、活動助成、ボランティア活動保険の加入促進、災害ボランティアや企業ボラン

ティア活動の促進などに取り組んでいる。

３市町の体験活動ボランティア活動支援センター

県内に１３施設が整備され、学校内外での社会奉仕活動をはじめとする様々な体験活動

の場や機会の確保を目的として、活動の情報提供やコーディネート、相談・助言、研修等

を行い、子どもたちの奉仕活動や体験活動を推進している。

４勤労青少年ホーム

勤労青少年のための総合的な労働福祉施設として、県内に１１施設あり、ボランティア

活動の拠点として情報の収集・提供、相談・助言、ボランティア活動のコーディネーター

や指導者の育成、ボランティア活動の促進に向けた講座等の開催、地域との交流促進の

支援等に取り組んでいる。

第４部 市町における取組

２ 市町別の条例・計画、支援措置等の状況

市 町 名
条  例

（制定年月）
（施行年月）

計画等
（策定年月）

公共施設等使用
料の減免制度

ＮＰＯ法人に
対する法人
市町民税の

減免

認定ＮＰＯ
法人に対する
個人市町民税
の寄附金控除

ボランティア
休暇制度
（職員）

下 関 市
○

（H17.　2）
（H17.  2）

○
（R3.2改定）

△
（市民活動センター

登録団体のみ）
○ ○ ○

宇 部 市
○

（H19.　3）
（H19.  4）

○
（H16. 9）

○ ○ ○ ○

山 口 市
○

（H20.12）
（H21.  4）

○
（H30. 3改定）

○ ○ ○ ○

萩    市
△

（共催・後援団体
のみ）

○ ○ ○

防 府 市
○

（H24.　9）
（H25.  4）

○
（H15. 8）

○ ○ ○

下 松 市 ○ ○ ○

岩 国 市
○

（H28. 9）

△
（共催・後援団体

のみ）
○ ○ ○

光  　市
○

（H26.12）
○ ○ ○ ○

長 門 市
○

（H24.　7）
（H24.  7）

○
（H29.3）

○ ○ ○

柳 井 市
○

（H24. 9）
○ ○ ○ ○

美 祢 市
△

（社会教育団体
のみ）

○ ○ ○

周 南 市
○

（R2.3）
○ ○ ○ ○

山陽小野田市
○

（R3.3）

△
（共催・後援団体

など）
○ ○ ○

周防大島町 ○ ○ ○ ○

和 木 町 　 ○ ○

上 関 町 ○ ○ ○

田布施町
△

（共催団体等）
○ ○

平 生 町
○

（H24.12）
（H25.  4）

○
（H25.12）

○ ○ ○ ○

阿 武 町
○

（H26.12）
　 ○ ○ ○

計 ７市町 １１市町 １４市町 １６市町 １９市町 １９市町
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（資料）県民活動に関するあゆみ
 

山口県の状況 全国の状況

昭和 ２５年

２８年

４５年

５３年

５４年

５５年

６２年

平成 ２年

７年

９年

１０年

１１年

１３年

１４年

１５年

１６年

１８年

２０年

２１年

２２年

２３年

２４年

２５年

２６年

２７年

２８年

３０年

令和 ３年

５月

９月

１１月

２月

１０月

２月

３月

４月

１０月

６月

４月

６月

３月

３月

４月

１１月

３月

３月

３月

４月

１０月

４月

２月

３月

３月

７月

１０月

４月

９月

１０月

１１月

４月

農村における住民の自主的な村づくり運動の展開

「山口県ボランティア振興財団」設立

「第三次県勢振興の長期展望」策定

「山口県ふるさとづくり県民会議」設立

「第四次県勢振興の長期展望」策定

「第６回全国ボランティアフェスティバルやまぐち」開催

「やまぐち未来デザイン２１」策定

「新しい県民活動についての提言」

「県民活動の活性化に関する報告書」

県知事認証ＮＰＯ法人第１号誕生

「やまぐち県民活動支援センター」設立

「山口きらら博」開催

「山口県県民活動促進条例」施行

「やまぐち県民活動きらめき財団」設立

（山口県ボランティア振興財団の発展的改組）

「やまぐち県民活動支援センター」公設民営化

「山口県県民活動審議会」設置

「県民活動推進本部」（本部長：知事）設置

「山口県県民活動促進基本計画」策定

「県民活動団体との協働に関するガイドブック」作成

ＮＰＯ法人の設立認証申請等が県民局でも可能となる

「やまぐち県民活動支援センター」指定管理者制度導入

「国民文化祭やまぐち」開催

「山口県県民活動促進基本計画」第１次改定

「やまぐち未来デザイン２１第六次実行計画」策定

県民活動促進基金（１ ５億円）の設置

「やまぐち県民活動支援センター」指定管理者制度継続（２期目）

「やまぐち県民活動きらめき財団」が公益財団法人へ移行

「山口国体・山口大会」開催

「（公財）山口きらめき財団」設立（「やまぐち県民活動きらめき財団」

「やまぐち女性財団」「山口県文化振興財団」と合併）

県内初の認定ＮＰＯ法人誕生

「山口県県民活動促進基本計画」第２次改定

「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」策定

「世界スカウトジャンボリー」開催

「ねんりんピック」開催

「山口県まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定

「やまぐち県民活動支援センター」指定管理者制度継続（３期目）

「山口ゆめ花博」開催

「やまぐち維新プラン」策定

「山口県県民活動促進基本計画」第３次改定

「やまぐち県民活動支援センター」指定管理者制度継続（４期目）

５月

７月

４月

３月

３月

１月

５月

１月

３月

７月

１１月

３月

６月

１１月

６月

１２月

６月

国土総合開発法

離島振興法

過疎地域対策緊急措置法

一村一品運動

過疎地域振興特別措置法

過疎地域活性化特別措置法

阪神・淡路大震災

地方分権推進法

タンカー（ナホトカ号）重油流出事故

特定非営利活動促進法

地方分権一括法

新しい公共支援事業

東日本大震災

特定非営利活動促進法の一部改正

まち・ひと・しごと創生法

特定非営利活動促進法の一部改正

休眠預金用活用法

特定非営利活動促進法の一部改正
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（資料）山口県県民活動促進条例

平成十四年三月二十二日 山口県条例第四号

山口県においては、明治維新で発揮された進取の気風が県民の心に脈々と受け継がれており、現在においても、

多くの県民が、何らかの形で社会に参加し、社会に貢献することに生きがいを見出している。

一方、今我が国は分権の時代を迎え、均質さを求める社会から個性を尊重する社会へ、中央から地方へ、官か

ら民へと、社会のあり方が大幅な見直しを迫られている。

このような時代において、新しい社会のシステムを構築し、豊かな暮らしを実現していくためには、県民が県

民活動を通じて、自主的かつ主体的に、それぞれの個性に応じた役割を果たしていくことが重要である。

こうした中、西暦二千一年に開催された山口きらら博においては、県民ボランティアの進取の気風が遺憾なく

発揮され、二十一世紀の幕開けに当たり、県民活動の限りない可能性が証明された。

この可能性を次代に引き継ぎ、県民の協働による県づくりを進めていくことは、私たち山口県民の責務である。

ここに、私たちは、県民一人一人が生き生きと輝く、元気で魅力あふれる山口県を創造することを決意し、県

民活動の促進に取り組むため、この条例を制定する。

目的

第一条 この条例は、県民活動の促進について、基本理念及び施策の基本となる事項を定めることにより、県民

活動の促進を図り、もって県、市町、事業者、県民活動団体及び県民の協働による県民生活の質的向上及び個

性豊かな地域社会の実現に資することを目的とする。

定義

第二条 この条例において「県民活動」とは、県民の自主的かつ主体的な営利を目的としない活動のうち、特定

非営利活動促進法 平成十年法律第七号 別表に掲げる活動並びに地縁に基づき地域社会の維持及び形成を図る

活動であって、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものをいう。

この条例において「県民活動団体」とは、組織的かつ継続的に県民活動を行うことを主たる目的とする団体で

あって、その行う活動が次の各号のいずれにも該当するものをいう。

一 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とするものでないこと。

二 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とするものでないこと。

三 特定の公職 公職選挙法 昭和二十五年法律第百号 第三条に規定する公職をいう。以下同じ。の候補者 当

該候補者になろうとする者を含む。 若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

することを目的とするものでないこと。

四 営利を目的とするものでないこと。

基本理念

第三条 県民活動は、県民の自主性及び主体性が尊重されること並びに県民自らの責任において行うことができ

るようにすることを旨として、促進されなければならない。

県民活動の促進に当たっては、県民活動が県民活動団体及び県民の個性に応じて行われるように配慮されなけ

ればならない。

県民活動の促進に当たっては、県、市町、事業者、県民活動団体及び県民の相互理解の下にそれぞれの特性が

生かされるように配慮されなければならない。

県の責務

第四条 県は、前条に規定する県民活動の促進についての基本理念 以下「基本理念」という。 にのっとり、県

民活動に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

市町との連携

第五条 県は、広域的な見地から県民活動に関する施策の総合調整を行うため、施策を策定し、及び実施するに

当たっては、市町との連携に努めるものとする。
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事業者の配慮

第六条 事業者は、県民活動が地域社会において果たす役割についての理解を深めるように努めるとともに、そ

の実情に応じて、県民活動の促進に配慮するものとする。

県民活動団体の責務

第七条 県民活動団体は、その行う県民活動について、自ら評価し、及び情報を県民に提供することにより、県

民活動についての県民の理解が促進されるように努めるものとする。

県民の理解

第八条 県民は、県民活動が地域社会において果たす役割についての理解を深めるように努めるものとする。

基本計画

第九条 知事は、県民活動に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、県民活動の促進に関する基本的

な計画 以下「基本計画」という。 を策定しなければならない。

基本計画は、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 総合的かつ長期的に講ずべき県民活動に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、県民活動に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

知事は、基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、県民の意見を反映することができるように適

切な措置を講ずるものとする。

知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ、山口県県民活動審議会 以下「審議会」という。

の意見を聴かなければならない。

知事は、基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

前三項の規定は、基本計画の変更について準用する。

拠点の整備

第十条 県は、県民活動を支援するための拠点を整備するとともに、その充実に努めるものとする。

財政上の措置

第十一条 県は、県民活動に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるように努めるものとする。

税制上の措置

第十二条 県は、県民活動を促進するため、必要な税制上の措置を講ずるように努めるものとする。

県民活動促進期間

第十三条 県は、毎年、期間を定めて、県、市町、事業者、県民活動団体及び県民が相互に連携して県民活動に

対する意欲を高めるための重点的な取組を推進するものとする。

年次報告

第十四条 知事は、毎年、県議会に、県民活動の促進の状況及び県民活動に関する施策について報告するととも

に、これを公表しなければならない。

山口県県民活動審議会

第十五条 県民活動に関する重要事項についての調査及び審議並びに県民活動に関する施策についての建議に関

する事務を行わせるため、審議会を置く。

審議会は、委員二十人以内で組織する。

委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。

一 学識経験のある者

二 県民活動団体を代表する者

三 事業者を代表する者

四 市町の長を代表する者

前三項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定める。
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